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３．俯瞰区分と研究開発領域 

３.１ 気候変動区分 

気候変動区分では、下記の 2 つの研究開発領域を設定した。なお、緩和策についてはエネ

ルギー分野で取り扱う研究開発領域が該当すること、また、森林や農地土壌の温室効果ガス

（GHG）吸収や農地土壌による GHG 排出抑制は、気候変動区分の「気候変動影響予測・評

価」、および、循環型社会区分の「農林水産業の環境研究」で取り扱うことから、研究開発領

域として設定していない。適応策については、気候変動影響予測・評価に基づいて行われる

ため「気候変動影響予測・評価」の一部として扱う。 

 

3.1.1 気候変動予測 

3.1.2 気候変動影響予測・評価 

 

区分の概要を以下にまとめる。 

気候変動予測について、観測では、衛星による観測性能が温室効果ガス全体の把握から二

酸化炭素のみを精密に観測するまでに進んできた。陸域の炭素循環を解析するため、二酸化

炭素等のフラックス観測を行うタワーが世界各地に建設され、データの共有が始まっている。

温室効果ガス観測衛星では、GOSAT（日本、2009 年）、OCO-2（米国、2014 年）、TanSat

（中国、2016 年）、今後は、GOSAT-2（日本、2017 年）、MicroCarb（フランス、2020 年）

の打ち上げが予定されている。日本は GOSAT を持ち基礎研究で世界の中心にいる。米国は

雲・エアロゾルの三次元情報が得られるレーザレーダ（LIDAR）を用いた大規模な基礎研究

を行い、衛星開発で培った技術を地上展開する企業が現れてきている。欧州は、EU が推進

する Copernicus 計画で衛星データの実利用を推進する応用研究が急速に進む。地球システ

ムモデル（ESM：Earth System Model）では、米国は航空宇宙局（NASA）や大気研究セ

ンター（NCAR）など多数の研究機関が基礎・応用研究に取り組み世界をリードしている。

欧州は 7 つの ESM 開発チームが EU のプロジェクト CRESCENDO に参加し、基礎・応用

研究ともに強い。日本はオリジナルのモデル開発を行い研究コミュニティーの能力は高い。 

気候変動影響予測・評価について、水循環では、米国は衛星情報を利用した全球スケール

のデータ構築などで圧倒的な力を持ち基礎研究が強い。欧州は全球水文モデル開発で多数の

有力なモデルを開発し世界をリードしている。自然災害では、米国は、米国版の IPCC 報告

書とも呼べるNational Climate Assessmentを出版しており基礎研究として高い水準を保っ

ている。応用研究は各州の基金で進められている。欧州は EU の Horizon2020 などの大型プ

ログラムにより EU 全体でのモデル開発が進み、基礎・応用研究ともに強い。自然生態系で

は、米国は、NEON や LTER など、温暖化と生態系の応答を長期的にモニタリングするプ

ログラムがあり財政基盤が確立している。データベースやモデリングでも世界をリードし基

礎研究が強い。欧州は研究の歴史が長く、EU の LIFE 気候行動プログラムの実施などで基

礎・応用研究で世界をリードする。農林水産業では、日本では米や果樹などの多くの品目、

米国では主要作物（トウモロコシ、大豆、コムギ）について、定量的な影響評価が行われ、

基礎研究が進展している。欧州では緩和・適応技術が進む。健康・都市生活では、米国がこ
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れまで考慮できなかった森林火災の影響定量化手法などの開発を進めるなど基礎研究が強い。

欧州は、新たな統計モデルの開発で世界をリードし、基礎・応用研究ともに強い。日本は、

基礎研究で熱関連死亡の全球定量化、ダウンスケーリング、シナリオ開発を進め、応用研究

では全球気候モデル、都市への精緻化、新たな健康影響予測（例えば河川洪水）などを進め、

欧米と肩を並べる。極地では、米国は、公開性の高い気象数値モデル（WRF：Weather 

Research & Forecasting Model）の国際共同開発・利用を推進し、基礎研究が強い。欧州は、

北極で EU プロジェクトによる研究遂行・ネットワーク化を高めており、同プロジェクトで

は、経済影響、経済の指導を含む活動も行い、基礎・応用研究ともに強い。日本は、多年の

研究の蓄積があり、北・南極に対し、氷床コア解析と合わせた気候モデル研究も国際的評価

が高く、AUV（Autonomous Underwater Vehicle、無人水中探査）の活用等新しい技術を検

討するなど基礎・応用研究ともに強い。 
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３.１.１ 気候変動予測 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

気候変動予測とは、今後、大気中の温室効果ガスや微粒子（エアロゾル）の濃度などがど

のように変化するのか仮説を立て、コンピュータを用いて気候モデルにより計算し、気候変

動を予測することである。気候モデルは、基本的には物理法則によって構築され、観測デー

タを用いて検証される。 

ここでは、大気中の温室効果ガスや気候変動に関わる物質の観測データを得るための各種

プラットフォーム（地上、船舶、航空機など）での実測技術、衛星による温室効果ガス観測

技術やその他のグローバルなリモートセンシング技術、および、大気や海洋の物理だけでは

なく、エアロゾル、植生、海洋生態系などの要素も取り入れた地球システムモデル（ESM：

Earth System Model）を対象とする。また、ESM の構成要素としてエアロゾルの観測やモ

デルも取り上げる。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

地球温暖化、オゾン層破壊、砂漠化、海洋汚染、酸性雨など、地球規模もしくは広域規模

での環境問題が深刻化する中で、地球規模の中長期的な状態を精度良く予測する必要性が高

まっている。そして、将来の地球環境変化を考えると、気候変動に関わるものが大きく、こ

こ数十年から 100 年以内にはグローバルな影響が顕著になると見込まれ、予測技術の高精度

化が強く期待される。 

気候モデルを用いた気候変動予測は、予測作業そのものおよび予測結果の評価・検証の両

面において様々な観測データを必要とする。時空間的に均一かつ高品質な観測データは、よ

り高精度なモデル計算の初期または境界条件等に必須である。また、予測結果の妥当性を裏

付ける観測データの存在は、予測結果に基づく各種対策のコスト分担の社会的議論の前提と

もなる。中でも衛星観測は全球規模で時空間的に均一／高密度なデータの取得を行える唯一

の観測方法であるため、極めて重要である。 

海陸の炭素循環や、大気微量組成間の化学反応など、生物、化学的過程を含んだ気候モデ

ルが多数開発されてきており、それらの総称が地球システムモデル（ESM）である。地球温

暖化がもたらす環境変化の包括的な予測を行う際、炭素循環と気候変化の相互作用など、従

来の気候モデルには含まれていない過程を考慮することが要請される。 

実効性のある気候変動政策を推進するためには、政策立案のための現状把握、および対策

の効果の検証が不可欠である。さらに、気象災害低減の観点から、温室効果ガスや粒子状物

質（エアロゾル粒子）による気候変動および炭素循環を短期・中期・長期的に高精度で予測

するための技術の確立が求められている。 

 

［動向（歴史）］ 

 観測 

世界初の人工衛星は 1957 年に旧ソ連が打ち上げたスプートニク 1 号であるが、その後間
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もなく人工衛星の地球観測への利用が始まっている。世界初の気象衛星である米国 TIROS-1

（極軌道衛星）は 1960 年に打ち上げられた。また、米国の静止気象衛星シリーズである GOES

の 1 号機は 1975 年に、日本の静止気象衛星シリーズであるひまわりの 1 号機は 1977 年に打

ち上げられている。 

気象衛星による観測データは、当初は雲の分布の把握等に用いられていたが、やがて熱赤

外域のカメラによる海面温度／雲頂温度の観測が行われるようになった。さらに赤外域の高

波長分解能分光計／サウンダにより、気温等の鉛直分布の観測も行われるようになった。現

在では世界気象機関（WMO）を中心に各国の気象衛星のデータ共有／観測の継続性／校正

検証といった面での連係が測られている（1972 年設置の CGMS（Coordination Group for 

Meteorological Satellites）等）。 

災害予測等にも関係する降雨観測については、日米の共同ミッションである熱帯降雨観測

衛星（TRMM : Tropical Rainfall Measuring Mission、運用：1997〜2015 年）によって先

駆的な衛星観測が行われた。その後、全球降水観測計画（GPM : Global Precipitation 

Measurement、日本が開発した GPM コア衛星は 2014 年に打ち上げ済み）が国際共同事業

として実施されている。また、米国の GPS 衛星等からの電波の到達時間が大気中の水蒸気

等によって変わることを利用して全球の水蒸気量分布を求めることも行われ、すでに気象庁

による天気予報でも利用されている。 

1988 年の気候変動に関する政府間パネル（IPCC：Intergovernmental Panel on Climate 

Change）の設置以降注目を集め続けている地球温暖化については、その要因となる温室効果

ガスの濃度およびその時空間分布の把握が強く求められているが、十分な精度の観測を衛星

より行うことは技術的に困難であり、全球に 100〜200 カ所程度ある地上局による観測に強

く依存していた。主要な温室効果ガスである二酸化炭素とメタンについて対流圏下部まで感

度をもつ観測を行った世界初の衛星は、日本の環境省・宇宙航空研究開発機構・国立環境研

究所の共同ミッションである温室効果ガス観測技術衛星（いぶき、GOSAT : Greenhouse 

Gases Observing Satellite、2009 年打ち上げ）である。その後、2014 年には二酸化炭素の

みを観測する衛星 OCO-2（Orbital Carbon Observatory 2）を米国が打ち上げ、2016 年末

には中国が TanSat を打ち上げた。2017 年度には日本が GOSAT-2 を、2020 年にはフラン

スが MicroCarb を打ち上げる予定である。 

気象観測については世界気象機関（WMO）や各国の気象機関による観測が定常的に行わ

れている。特に大気観測については世界気象機関（WMO）の GAW（Global Atmosphere 

Watch）において、温室効果ガスについては気象庁の WDCGG（World Data Centre for 

Greenhouse Gases）にて取りまとめられている。 

大気中温室効果ガス濃度を大きく左右する陸域の炭素循環については、二酸化炭素等のフ

ラックス観測を行うタワーが世界各地に建設され、そのデータについては各種地域ネットワ

ーク（AsiaFlux 等）や全球ネットワーク（FLUXNET）での共有が始まっている。 

温室効果ガスとともに大気の放射強制力を大きく左右するエアロゾルについては、米国航

空宇宙局（NASA）主導の AERONET や日本が推進している SKYNET（千葉大学）、AD-NET

（国立環境研究所）等の地上観測ネットワークが活動している。 

 地球システムモデル（ESM） 

地球表層環境をシステムとして見る考え方の提唱者としては、1970 年代に地球環境の維持
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に生物圏が能動的役割を果たすとするガイア仮説を発表し論争を起こしたジェームズ・ラブ

ロック（英）とリン・マーギュリス（米）などをあげることができる。これらの業績を礎と

しながら、地球システム科学という術語を明示的に用い、その今日的な意味の輪郭を初めて

明確にしたのは、1988 年に米国宇宙航空局（NASA）諮問会議から提出された報告書 1)であ

ろう。この報告書では地球システム科学の目標を「地球システムの構成要素および要素間の

相互作用がどのように発展してきたか、どのように機能しているか、またあらゆる時間スケ

ールについて将来どのように発展していくか、を記述して、地球システム全体についての科

学的理解を得ること」と規定し、目標達成のための道具立てとして、全球規模観測や、観測

データおよび研究成果を効率的に配布するための情報ネットワーク 、モデリングの重要性を

指摘している。 

近年になって ESM が盛んに開発されるようになったきっかけは、炭素循環フィードバッ

クによる温暖化の加速の可能性が示されたことであろう 2)。多くの ESM が炭素循環フィー

ドバックは正の符号をもつ（すなわち温暖化の加速）を示しているが、最近では陸域植生の

活動が窒素量により制限されることを考慮すると、この符号が負にもなりうることが分かっ

てきた 3)。現在、多くの研究機関が ESM への窒素循環過程導入に取り組んでいる。 

2021 年の発行が想定されている IPCC 第 6 次評価報告書（AR6）へ向け、地球温暖化予測

に関する最新の知見を得るうえで重要な役割を果たす第 6 次結合モデル相互比較プロジェク

ト（CMIP6：Coupled Model Intercomparison Project Phase 6）の実験仕様においても、

ESM の使用が必須となる実験が設定されており 4)、CMIP6 参加機関の多くから ESM を用

いた実験結果が提出される見込みである。ESM を用いた実験では、森林伐採などの土地利用

変化が地球環境に与える影響の評価も可能となる設定になっており 5)、温室効果ガスの放出

に限らず人間活動の影響を総合的に解析できるようになってきている。このことは、従来の

大気海洋結合大循環モデル（AOGCM：Atmosphere-Ocean General Circulation Model）と

大きく異なる点といえよう。 

粒子状物質（エアロゾル粒子）は、大気汚染物質であるという認識が一般的である。第二

次世界大戦直後から、ロンドン・スモッグやヨーロッパでの越境汚染など、先進国での大気

汚染は健康被害や環境被害などをもたらす社会問題となった。日本においても、高度経済成

長期に大規模な工業地域や都市部で大気汚染は深刻であり、四大公害病の一つである四日市

ぜんそくは、二酸化硫黄や、それが酸化して生成される主要エアロゾルの一つである硫酸塩

エアロゾルが引き起こす疾患であった。 

エアロゾルが引き起こす気候変動については、研究者の間では昔から認識されていた。エ

アロゾルによって地上に届く太陽光が減衰することを最初に示唆した人物は、ベンジャミ

ン・フランクリンであると言われている 6)。フランクリンは、1783〜1784 年の厳冬の理由と

して、エアロゾルの効果を想定した。また、1980 年代には、核兵器の使用による爆発や火災

に伴ってエアロゾルが大量発生することにより、「核の冬（Nuclear winter）」と呼ばれる寒

冷化が起こると考えられた。 

エアロゾルの気候変動を定量的に評価するためには、まず大気中のエアロゾルの地球規模

での分布を把握する必要がある。エアロゾルは発生源付近に偏在している傾向があり、かつ、

発生源自体が時空間変動する場合もあるため、地上での限られた地点での観測だけでは、地

球規模での把握は困難であった。1990 年代に入り、人工衛星に搭載されている受動型センサ
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で得られたデータを解析することにより、連続的な時空間分布の把握が可能となった。同じ

く 1990 年代には、組成ごとのエアロゾルの発生・輸送・沈着過程を地球規模で計算する数

値モデルの開発が進められた 7)-9)。これら数値モデルは、エアロゾルの全球分布の把握には

大きく貢献したものの、実際の大気中には様々な組成のエアロゾルが混在しているため、人

工衛星のデータと直接比較したり、エアロゾルによる気候変動を定量的に評価したりする用

途には利用できなかった。 

その欠点を克服する形で、2000 年代になり、大気中の主要エアロゾルを同時に取り扱う数

値モデルが開発された。その中でも、東京大学気候システム研究センター（CCSR、現在：

東京大学大気海洋研究所）の研究グループが開発した数値モデル SPRINTARS は、世界に先

駆けて開発された 10)。こうした数値モデルが気候モデルの大気放射（エネルギー収支）過程

や雲・降水過程と相互作用することにより、エアロゾルによる気候変動の定量的評価が可能

となった。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

 観測 

• 温室効果ガス観測 

地球温暖化の主要原因物質である温室効果ガスについては、その濃度およびその時空間分

布の把握が強く求められているが、十分な精度の観測を衛星より行うことは技術的に困難で

あった。しかし 2009 年打ち上げの GOSAT、2014 年打ち上げの OCO-2 により、二酸化炭

素およびメタンのカラム平均濃度について衛星観測の有用性が初めて実証され、日米以外で

も温室効果ガス観測衛星が提案されるようになった。 

衛星からの温室効果ガスのカラム平均濃度観測手法は、地表面で反射された太陽光を観測

する分光計測、または、対象ガスの吸収線近傍の波長のレーザを使う能動型計測に大別され

る。GOSAT、OCO-2 ともに前者に分類されるが、GOSAT はフーリエ変換分光計とポイン

ティングミラーの組み合わせ、OCO-2 は回折格子を用いた画像分光計と衛星本体のポインテ

ィングの組み合わせとなっている。これに対し欧州のグループは回折格子を用いながら観測

幅を広げた方式を提案している。後者については日米欧で活発に研究または航空機を用いた

実証実験が進められているが、衛生計画として承認／予算措置されたものはない。 

• 雲・エアロゾル観測 

温室効果ガスとともに大気の放射強制力を大きく左右する雲やエアロゾルの衛星観測につ

いては、広刈り幅光学イメージャが長く用いられてきたが、雲・エアロゾルの三次元情報や

粒径情報をより直接的に得られるレーザレーダ（LIDAR）の利用の検討が進められてきた。

2015 年には米国航空宇宙局（NASA）が開発した CATS（Cloud-Aerosol Transport System）

が国際宇宙ステーション（ISS）に取付けられた。同機器は 3 波長（355 nm、532 nm、1064 

nm）のライダを搭載している。さらに現在日本と欧州宇宙機関（ESA）で EarthCARE 衛

星を、2018 年の打ち上げを目指して共同開発中である。同衛星には大気ライダ（ATLID：

Atmospheric Lidar、レーザの波長は 355 nm）が搭載される。 
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• センサネットワーク 

センサネットワークは、基本的に安価・小型・軽量の in-situ 型の各種環境／気象センサと

無線通信機能から構成される。AMeDAS 等のすでに実用化されている類似のシステムもある

が、最近では民間を含めて多数の事例がある 11)-14)。 

• ドローン 

ドローン（UAV：Unmanned aerial vehicle）は無人で飛行する機械の総称であるが、昨

今のモータ等の部品技術、安定した飛行を行うための制御技術、位置と姿勢を把握する測位

技術（衛星測位（GNSS：Global Navigation Satellite System）を含む）等の長足の進歩に

より、その利用範囲が急速に広がっている。特に気象・気候分野ではドローンを用いた高層・

低層気象観測実験や気象観測に活用されている 15)-18)。 

 ESM 

従来別々の分野で開発されてきた陸域生態系モデル、大気化学モデルをサブモデルとして

ESM で統合し、両サブモデル間での物質のやり取りを扱う必要がある。こうした多数のサブ

モデルの結合を促進するため、カプラーと呼ばれるソフトウェアの開発も盛んになってきて

いる 19)-21)。 

エアロゾルに関連して、研究ツールとして最近実用的となってきたのが、地球規模の雲解

像モデルである。これは、1 つ 1 つの雲を陽に表現できる細かい時空間分解能によりシミュ

レートする数値モデルであり、その代表例として、国際的に評価されている日本のモデル

NICAM（Nonhydrostatic ICosahedral Atmospheric Model）がある。NICAM には、前述

のエアロゾルモデル SPRINTARS が組み込まれており、スーパーコンピュータ「京」を用い

て、すでに地球全体を 3.5km 格子にしたエアロゾル分布のシミュレーションには成功してい

る 22)。 

また、より日常生活に貢献可能な技術開発として、エアロゾルの濃度分布シミュレーショ

ンに適用するデータ同化システムの開発があげられる。データ同化とは、数値モデルによる

シミュレーションにおいて観測データを直接利用することであり、気象庁において、日々の

天気予報には以前から導入されている。その中で、2015 年に運用を開始した気象衛星ひまわ

り 8 号により、10 分間隔でのエアロゾル分布の把握が可能となった。このことは、例えば、

PM2.5 や黄砂の越境飛来の様子を詳細に把握できるようになったことを意味している。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

 観測 

• 宇宙基本計画に関係する国内関係者の活動 

今後の宇宙開発体制のあり方に関するタスクフォース会合リモートセンシング分科会（23

学会参加）の地球科学研究高度化ワーキンググループが 2016 年に取りまとめた報告書「地

球観測の将来構想に関わる世界動向の分析」23)は、地球科学に関する分野ごとに今後必要と

なる衛星観測についてまとめた包括的な報告書であり、今後の日本の地球観測衛星の長期計

画を考える上で一つのベースラインとなる文書である。 

• 欧州の Copernicus 計画（旧 GMES 計画） 

欧州委員会が推進している地球観測計画である Copernicus 計画は、衛星・航空機・船舶・

地上局等の様々なソースからの地球観測データを収集し、環境および安全保障に関係する各
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種サービスを通してユーザに信頼出来る最新の情報を提供することを目的とする。特にその

Space Component では欧州宇宙機関（ESA）と EUMETSAT（European Organisation for 

the Exploitation of Meteorological Satellites）を通して様々な地球観測を行う Sentinel 1〜

6 という 6 種類の衛星またはセンサが運用される（1A、1B、2A、3A は打ち上げ済み）。加

えて Contributing missions として ESA、EUMETSAT、これらの機関の加盟国、その他の

欧州諸国の衛星や国際サードパーティミッション等とも連係し、それらのデータを

Copernicus の枠組みで利用可能とする。 

• IG3IS 

世界気象機関（WMO）では IG3IS（Integrated Global Greenhouse Gas Information 

System）という温室効果ガス情報システムのプロジェクトを開始している。IG3IS は気候変

動枠組条約 COP21 後の各国の行動を支援するもので、ローカル、リージョナル、国、全球

レベルの空間スケールを対象とし、大気組成計測とインベントリ（排出目録）／社会経済活

動データを統合する。IG3IS に関する今後の予定は以下の通りである。 

‒ 2016 年秋 IG3IS の目的とスコープの確定 

‒ 2017 年春 IG3IS プログラムロードマップの完成 

‒ 2017 年夏 IG3IS ロードマップの関係者（Stakeholders と Sponsors）による 

レビュー 

 ESM 

日本では、海洋研究開発機構等が参加する文部科学省の「気候変動リスク情報創生プログ

ラム」（以下「創生プログラム」）や気象研究所で ESM が開発されており、ESM から得られ

る知見を、今後の温暖化抑制のための社会経済シナリオ立案に活用する研究などが進んでい

る。欧米でも主要研究機関は ESM 開発に取り組んでいるが、EU のプロジェクト

CRESCENDOは、英国気象庁ハドレーセンター、独マックスプランク研究所など7つのESM

開発チームが参加する大規模なプロジェクトであり、ESM の開発・検証や温暖化緩和政策立

案への有効活用を目指している。 

世界気候研究計画（WCRP）が推進する「第 6 次結合モデル相互比較プロジェクト」

（CMIP6）24)は、国際的な研究協力を促す重要な枠組みとなっている。 

世界の各研究機関でエアロゾルモデルを開発している研究者有志により、エアロゾルモデ

ル相互比較プロジェクト AeroCom が 2002 年に設立された。このプロジェクトは、IPCC 第

4 次および第 5 次評価報告書におけるエアロゾル関連の評価で主要な役割を果たしており、

現在も高い活動度を維持している。その他、エアロゾルや大気微量気体の気候影響をより統

合的に評価することを目的とした AerChemMIP、エアロゾルなどが降水量にもたらす影響

を評価する PDRMIP といったモデル相互比較プロジェクトも近年立ち上げられ、活動を開

始している。 

環境研究総合推進費戦略的研究開発領域 S-12（2014〜2018 年度）では、エアロゾルや大

気微量気体である短寿命気候汚染物質（SLCP：Short-Lived Climate Pollutants）に関する

研究が進められている。これは、大気化学輸送モデルと逆推計手法を用いた SLCP 排出イン

ベントリの高度化、統合評価モデル（AIM：Asian-Pacific Integrated Model）における SLCP

過程の高度化、気候モデルによる影響評価を行い、最適な SLCP 削減パスの探査を行うもの

である。 
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（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

 観測 

• 衛星からの温室効果ガス濃度観測 

GOSAT で用いられているフーリエ変換分光計は、瞬時視野が大きく雲の混入率が高いた

め、OCO-2 等の回折格子型機器と比べ最終的な気体濃度データ数が大幅に少なくなる。その

一方で回折格子型機器では観測波長範囲が狭いため、複数の温室効果ガス等の濃度を同時に

計測することは難しい。 

また、GOSAT、OCO-2 のような太陽光を使う観測の場合、太陽高度が低くなる冬期や夜

間の観測が出来ないが、レーザを使った計測（差分吸収ライダ等）ではこれらの問題点を回

避出来る可能性がある。その一方でライダでは長期間に渡る運用可能性にいまだ課題がある

（レーザ光源の寿命の問題等）。 

• 衛星ライダによるエアロゾル観測 

衛星ライダによるエアロゾル観測については、すでに CALIOP（Cloud-Aerosol LIdar with 

Orthogonal Polarization）、CATS が運用され、ATLID の開発が進められている。しかし

CALIOP はすでに寿命を越えており、CATS は ISS 搭載のため観測緯度範囲が限定されてい

る一方、ATLID は運用期間が 3 年と短い。このため ATLID 以降の衛星ライダ計画に着手す

ることが求められているが、高コストのライダ開発、長期間に渡るライダ運用可能性の問題

がある。 

 ESM 

観測データの不足のため、ESM の開発過程において十分な検証ができず、結果として異な

る ESM 間でのシミュレーション結果の差が大きくなってしまう。こうした ESM 間の相違

が、シミュレーション結果を比較して議論する際の障壁になっている。 

しかし、仮に十分な観測データがそろったとしても、生物活動に関する数式を多数含む

ESM では、含まれるパラメータの値の不確実性が大きく、その調整には膨大な手間と時間が

かかることになる。パラメータ調整の際には、パラメータの値を少しずつ変えて多数の数値

実験を行ったり、あるいはデータ同化などの応用数学的手法を用いたりして観測データと矛

盾しない結果をもたらすパラメータセットを探索することになるが、いずれの場合も膨大な

計算機資源が必要となり、例えば、前述の地球全体を 3.5km 格子にしたエアロゾル分布のシ

ミュレーションは、「京」を用いても約 1 年分の計算をするだけでも困難な状況であり、今日

のスーパーコンピュータでも十分とはいえない。 

また技術的には、多数の変数からなる膨大な ESM 出力データを保管・配信し解析したり、

多くのサブモデルを結合して ESM を開発する際の作業を支援したりするシステムが研究効

率の向上のため必須であり、欧米では OASIS19)20)、 ESMF21)などといったプロジェクトで、

情報技術者と気候学者との連携によりそうしたシステムの開発が進展している。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

 観測 

• 衛星関係 

‒ 温室効果ガス観測用フーリエ変換分光計の感度向上（露光時間短縮）、複数素子の利
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用、広範囲（数百 km 四方）を対象とした雲回避観測技術等によるデータ数増加 

‒ 温室効果ガス観測用回折格子分光計の小型化、広刈り幅化、複数気体種対応 

‒ 温室効果ガス観測またはエアロゾルレーザ計測に用いるレーザや光学部品等の長寿命

化 

‒ 宇宙用ライダの低コスト化 

• ドローン関係 

ドローンについては活発な技術開発／実証実験が進められているが、安全上の不安から各

種規制も進みつつある。今後ドローン利用を推進するためには、前提となる安全確保技術の

確立が求められる。特に気象分野では大気の鉛直プロファイル観測のために必要な安全確保

技術に関する研究が望まれる。 

 ESM 

2013 年に発行された IPCC WG1 の第 5 次評価報告書（AR5）25)は、人為起源二酸化炭素

排出の累積量と温暖化による気温上昇がよい比例関係にあることを示した。この比例関係の

傾きは「炭素排出に対する気候過渡応答」（TCRE：Transient Climate Response to cu-

mulative carbon Emission） とよばれ、人間が二酸化炭素を排出した時の地球の温まりやす

さを示している。TCRE の平均的な値は、約 400PgC（1PgC＝炭素 10 億 t）の炭素を排出

すると 1℃の昇温がもたらされることを示しているが、不確実性も大きく、温暖化抑制策立

案に資するためには TCRE の評価精度を高めていく必要がある。その際には、前述した窒素

循環と炭素循環の相互作用の ESM への導入も重要なステップとなろう。国際的な研究協力

体制を構築し、non-CO2 GHGs やエアロゾルの効果も考慮したうえで、TCRE の最尤値の同

定や不確実性の逓減を図ることが急務である。 

ESM を通した温暖化抑制策立案への貢献という観点では、土地利用変化も ESM で取り扱

うべき重要なテーマとなろう。バイオエネルギー生産のための農地拡大の気候影響や、森林

伐採による二酸化炭素放出への炭素税課税の効果など、温暖化抑制策の導入に際する社会経

済と地球環境の相互作用の評価を進める必要がある。また海洋についても、酸性化や貧酸素

化の水産業への影響など、従来の気候モデルでは取り扱いが困難な問題も顕在化してきてい

るため、高度な海洋生態系モデルを組み込んだ ESM を開発しこれらの予測を行うことが重

要な課題となっている。 

環境研究総合推進費戦略的研究開発領域 S-12 で実施しているような、SLCP が引き起こす

気温変化や降水量変化などの具体的な気候変化の定量的評価を気候モデルを用いて行うこと

が必要である。国際的なモデル相互比較プロジェクトにおいて、他機関の同様な気候モデル

によるシミュレーション結果を比較することにより、SLCP の気候影響の best estimate お

よび不確実性の幅の把握を進めなければならない。 

 

 

（５）政策的課題 

 観測 

• 衛星開発・運用経費の省庁間分担 

地球観測衛星については技術開発を完全に民間／商用ベースにすることは難しく、技術開

発に関する国の長期計画およびコスト負担の検討が必要である。一方、民間が地球観測衛星
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を長期的に運用するためには、他国の例でも明らかなように、国としての「長期契約によっ

て作り出された安定需要（アンカーテナンシー）」が望まれる。今後は技術開発省庁による長

期的な技術開発計画／予算および利用省庁によるアンカーテナンシーにかかる計画／予算を、

宇宙関連計画／予算として有機的に取りまとめることが期待される。さらにアンカーテナン

シーについては単一省庁では規模／期間的に不十分であると考えられるため、各省庁の案件

を国として集約し、民間に示すことが要請される。 

• ドローン利用に対する法規制等の緩和 

ドローンの利用を進めるためには、安全を確保した上で、飛行場所や飛行高度、飛行時間、

目視外飛行等の規制 26)を緩和することが要請される。 

 ESM 

ESM を用いた地球環境変化予測研究は、温暖化問題に関する国際交渉の場で日本が存在感

を示し公正な判断を下すための情報基盤となるため、政策課題として戦略的に推進すること

が重要である。その際には、海外に比べ立ち遅れの目立つ、モデル開発やデータ配信・処理

のためのシステム開発 19)-21),27)も含めた振興が肝要である。 

 

 

（６）キーワード 

温室効果ガス観測、エアロゾル観測、ライダ、センサネットワーク、ドローン、地球温暖化、

スーパーコンピュータ、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）、気候変動枠組条約

（UNFCCC）、パリ協定、古気候、生態系、緩和抑制策、大気汚染、エアロゾル、微量気体、

短寿命気候汚染物質（SLCP）、気候モデル、地球システムモデル、雲解像モデル、データ同

化、Climate and Clean Air Coalition （CCAC） 

 

 

（７）国際比較 

 観測 

国・ 

地域 
フェーズ 現状 

トレ

ンド 
各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

 温室効果ガス観測衛星についてはそのシリーズ化を受けて世界の中心と
なっている。エアロゾル観測については独自衛星（GCOM-C1）のほか
に欧州との共同プロジェクト（EarthCARE）が進行中である。ただし
衛星用観測機器の国内開発に十分なリソースをさけていない面がある
（GOSAT−2 の分光計は海外製品）。 

応用研究・

開発 
○ → 

 ひまわり 8 号や世界の雨分布速報（GSMaP）の利用拡大に向けた活動
が行われている。 

米国 

基礎研究 ◎ ↗ 

 国として、戦略的／長期的な視点に基づいて、競争的環境の中で様々な
基礎研究を進めている。特にライダを用いた温室効果ガス観測の基礎研
究を大規模かつ継続的に続けている。さらに今後の衛星開発の長期計画
策定作業も開始されている。28) 

応用研究・

開発 
◎ → 

 基盤的な広域衛星観測を行ってきたAVHRRやMODISの運用を継続し
つつ、その後継センサ（VIIRS）への移行も国として着実に進めており
（Suomi NPP, JPSS-1, JPSS-2）、データ利用の基盤が十分に整備され
ている。また衛星向け開発で培った技術の地上利用展開を行う企業もあ
る 29)。 
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欧州 

基礎研究 ○ → 
 Copernicus 計画への重点化のせいもあり、基礎研究の比重がやや低下／
小規模化しているように見受けられる。 

応用研究・

開発 
◎ ↗ 

 Copernicus 計画を中心として衛星およびその他の地球観測データの定
常的な供給を担保し、衛星データの応用、実利用を推進する体制が急速
に整備されている。他機関、海外の衛星データを Copernicus に取り込
むスキームも構築されつつある。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 

 温室効果ガス観測を含む数多くの地球観測衛星が打ち上げられ／計画さ
れている 30)。ただし、成果は外部からは非常に見えにくい。また地上観
測データの中には国外持ち出しが困難なものもある。 

応用研究・

開発 
△ → 

 衛星そのものは外交ツール的に利用されているが、取得された衛星デー
タの公開は遅く、その活用状況も現状目立たない。 

韓国 

基礎研究 ○ → 

 海色に重点を置いた静止衛星 COMS は独創的であったが、ひまわり 8

号の運用開始により、その優位性はやや落ちている。また COMS は欧
州の企業が開発したものである。 

応用研究・

開発 
△ ↗ 

 静止衛星 COMS については後継機（GEO-KOMPSAT-2A, B）の開発も
進んでいることもあり、今後データ利用を強く推進することが予想され
る。 

 

 ESM（エアロゾルのモデルを含む） 

国・ 

地域 
フェーズ 現状 

トレ

ンド 
各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

 気象庁気象研究所、海洋研究開発機構などで ESM 開発が取り組まれて
いる。いずれの機関でもオリジナルのモデルを開発しており研究コミュ
ニティーの潜在能力は高い。創生プログラムなどで資金が拠出されてい
る。 

 【エアロゾル】先人による数多くの顕著な業績のために質が維持されて
いるが、当該分野の研究者の減少や地球科学研究専用の航空機がない 31)

ことなどから、今後は下降する懸念がある。 

応用研究・

開発 
○ → 

 社会経済分野で温暖化緩和抑制シナリオの開発に取り組む研究者と、気
候科学者との連携が盛んになってきており、ESM の成果を緩和抑制策
立案に活用する素地ができつつある。基礎研究と同様、創生プログラム
などで資金が拠出されている。 

 【エアロゾル】気象・気候モデルの開発や改良、およびそれらを使用す
るための実用的なスーパーコンピュータの導入は着実に進歩している。
IPCC 評価報告書に引用される論文は着実に増加している 32)。 

米国 

基礎研究 ◎ → 

 地球流体力学研究所、大気研究センター（NCAR）、オークリッジ国立
研究所、航空宇宙極（NASA）など多数の研究機関が ESM 開発に取り
組んでいる。 

 【エアロゾル】海洋大気局（NOAA）・NASA・大学などによる研究体制
が確立されている。人工衛星・航空機・地上からの観測が充実している
ため、基盤的な研究成果が得られやすい環境にある。 

応用研究・

開発 
◎ ↗ 

 NCAR には社会経済シナリオ開発部門が設置され、気候科学の成果を取
り入れた温暖化抑制シナリオ開発に取り組むなど、ESM による成果の
政策立案への応用が進展している。モデル開発やデータ配信・処理のた
めのシステム開発も盛んである 21)27)。 

 【エアロゾル】気候モデルの質は高いレベルにあるものの、近年は大き
な進展が見られない。IPCC 評価報告書における気候変動予測の材料と
なる主要成果を拠出する地位は維持している。 

欧州 基礎研究 ◎ → 

 英国気象庁ハドレーセンターなどが早くから ESM 開発を手掛けており
2)、国際的な研究コミュニティーにおいても牽引役となっている。EU
プロジェクトCRESCENDO には 7つのESM開発チームが参加してお
り、欧州全体での層は厚い。 

 【エアロゾル】非常にレベルの高い基礎研究が維持されている。特に大
気汚染物質と気候変動の関係性については、英国・ドイツ・ノルウェー・
スイス・フランスの研究機関や大学で顕著な業績があげられている。 
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応用研究・

開発 
◎ ↗ 

 上記 CRESCENDO では社会経済シナリオ開発と ESM との連携も重要
な課題となっている。次期 IPCC 報告書で社会経済シナリオに関する部
分を担う国際プロジェクト ScenarioMIP33)においても、米国と並び欧
州出身の研究者が多数主導的立場で活動している。モデル開発やデー
タ配信・処理のためのシステム開発も盛んである 19)20)27)。 

 【エアロゾル】基礎研究の成果を活用した気候モデルの改良を着実に進
めている。英国気象庁ハドレーセンターや独マックスプランク気象研究
所など、気候変動予測の中心となる研究機関が複数存在し、それぞれが
質の高い研究を実施している。 

中国 

基礎研究 △ ↗ 

 現在、大気物理研究所、第一海洋研究所など中国内で 7 つの研究グルー
プが ESM 開発に取り組んでいる 34)。海外で開発されたモデルをベース
に開発を行っているケースも多いが、オリジナルに開発を進めているグ
ループもある。国家的に気候科学分野のテコ入れを図っており、今後顕
著な発展を見せる可能性がある。 

 【エアロゾル】自ら測器や数値モデルを開発して研究を行うレベルに達
していない。基本的に米国・欧州・日本のこれまでの研究成果を活用し
た研究が実施されている段階である。 

応用研究・

開発 
△ ↗ 

 次期 IPCC 報告書での温暖化予測プロジェクト（CMIP6）には多数の
ESM が参加することが予想される。一方で、ESM による成果を緩和抑
制策立案に活用するという動きには乏しい。 

 【エアロゾル】後発ながら気候モデルを開発し、その研究成果が IPCC
評価報告書へ引用されるまでに成長してきた。自国の問題である大気環
境の改善と関係する分野であるため、今後の進展が見込まれる。 

韓国 

基礎研究 △ → 

 韓国気象庁（KMA）では、英国気象庁ハドレーセンターが開発した気
候モデルをベースに ESM 開発を進める方針になっており、自国で ESM
開発に取り組むには国内基盤をいっそう強化する必要がある。 

 【エアロゾル】国際的に顕著な研究成果をあまりあげていない。日本と
比較して博士課程に進学する学生の比率が高いため、今後レベルが底上
げされるポテンシャルはある。 

応用研究・

開発 
△ → 

 次期 IPCC 報告書での温暖化予測についても、英国気象庁ハドレーセン
ターとの協力のもと推進する方針である。韓国独自の観点で ESM の成
果を政策立案に活用するのは困難な状況であろう。 

 【エアロゾル】気候変動予測に参画しているグループがない。独自の全
球気象モデルを構築するための研究所を 2011 年に設立したり、静止気
象衛星による大気汚染物質の観測計画を米国とともに進めていたりす
るなど、今後の進展は期待される。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.１.２ 気候変動影響予測・評価 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

気候変動影響予測・評価とは、気候変動予測モデルで得た情報に基づき気候変動による影

響を予測し、その結果に基づいてリスク評価する手法である。影響予測はモデルを用いて行

い、リスク評価は、モデルによる計算結果を比較解析にて行う。 

ここでは、水循環、自然災害、自然生態系、農林業、健康・都市生活、極地（北極、南極）

を対象とする。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

気候変動の影響は、日本でもすでに現れ始めており、今後、様々な分野で拡大するとみら

れている。気候変動の影響評価では、地域ごとの影響の違いを考慮できる詳細な気候変動予

測や、複数のモデルに基づき、不確実性を確率的に評価する予測が求められる。 

しかし、影響予測には様々な不確実性があり、気候変動のもたらすリスクを把握するため

には、これらの不確実性を含めて、起こりうる影響を予測することが不可欠である。また、

現在起こりつつある影響や将来の影響に対しては、予防的な対応という考え方が重要であり、

そうした予防策の立案のためには、リスクの高い事柄について、あらかじめ把握し、考慮し

ておくことが不可欠である。 

 

 水循環 

地上に降った雨や雪が土壌など地表に浸透・滞留し、蒸発散や流出を経て、再び大気に戻

っていくまでのプロセスを水文過程と呼ぶ。温暖化の進行による降水パターンの変化が顕在

化する中、人口の増加や経済の発展により世界的に水利用は依然として増加しており、人間

にとって不可欠な水資源が将来持続的に得られるか総合的なシナリオ分析を実施することが

要請されている。こうした背景から、人間活動を含む全球水文モデル、およびそれを用いた

シミュレーションの重要性が地球科学および地球環境学の両面から強く認識されるようにな

った。 

 自然災害 

2013 年から 2014 年にかけて発表された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の第 5

次評価報告書（AR5）では、熱波、干ばつ、洪水、（熱帯および温帯）低気圧、高潮など人間

社会に大きく影響する極端現象（10 年に一度発生する現象）の頻度が、人間活動の寄与によ

っていずれも増大していること、またそれらの極端現象の変化に対して現在の一部の生態

系、及び多くの人間社会のシステムは深刻な脆弱性も持つこと、曝露していることを指摘し

ている。そのような極端現象の変化を伴う気候の変動に対して適応（adaptation）した社会

を構築するため、正確かつ迅速にそれらの影響を推計評価することが求められている。 

 自然生態系 

生物種の絶滅や分布域の縮小、生態系の変貌には、これまでの土地利用の影響など、他の

要因も強く作用してきたことを考慮する必要があり、気候変動の寄与がどの程度であるかを
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特定することは難しい。また、生物種は温暖化に対する適応能力、移動分散能力に差がある

ため、植物と花粉を運ぶ昆虫など、生態系の中でこれまで成り立っていた共生関係が崩れた

りする可能性がある。さらに、害虫や疫病を媒介する動物なども、これまで問題がなかった

地域まで分布域を拡大させる可能性があり、注意を要する。 

 農林業 

気候変動による影響のなかでも、生態系を基盤とする農林業には極めて大きな影響が予測

され、世界的な食料安全保障の低下が危惧されている。IPCC AR5 では、特に、気温上昇、

干ばつ、洪水、降水量の変動や極端な降水により、特に貧しい人々の食料安全保障が脅かさ

れるとともに、食料システムが崩壊するリスクが指摘されている。また、農業と森林を含む

土地利用分野からの温室効果ガス排出に対しても、化石燃料使用にともなう二酸化炭素排出

とともに、その削減が求められている。 

 健康・都市生活 

健康分野では、熱ストレスによる死亡者数、下痢性疾患、洪水による死亡者数の増加や、

感染症を媒介する生物の生息可能域の拡大などによる死亡の増加が予測されている 1)。健康

影響（例えば熱ストレスによる死亡やマラリアやデング熱）のリスク予測モデルの不確実性

や限界も明示した上で、起こりうる影響を予測することが不可欠である。 

都市生活分野では、特にヒートアイランド現象による熱ストレス影響の悪化が懸念される

ほか、短時間強雨や渇水の頻度の増加、強い台風の増加などがあり、インフラ・ライフライ

ンへ被害を及ぼす可能性がある。特に、途上国の貧困な都市は、脆弱で、人口も大きく、大

きなリスクを負っていると考えられる（IPCC AR5）。ヒートアイランドの評価のために地域

ごとの影響の違いを考慮できる詳細な気候変動予測が必要である。 

 極地 

北極では急速な温暖化と海氷減少が進行しており、海岸浸食や海洋生態系の変化が危惧さ

れるほか、日本を含む中緯度の気象へも影響を与えていることが判明しつつある。一方南極

では温暖化の影響は地域によって差があるが、氷床の変動は海水準や海洋深層循環へのイン

パクトが大きく、全地球的な影響をもつ。 

 

［動向（歴史）］ 

 水循環 

人間活動を含む全球水文モデルが最初に報告されたのは約 20 年前である 2)。以降、農業

用水および工業・生活用水の推定 3)4)、ダムの貯水と放流 5)6)、表層水および地下水からの取

水 7)-9)と、人間活動のモデルは追加されていった。世界の先進国では、人間活動を含む全球

水文モデルが現在も精力的に開発・改良されている。現時点で約 15 の有力なモデルがある

が、主要な人間要素がすべて含まれ、かつ当該分野をリードしているモデルは WaterGAP（フ

ランクフルト大学・カッセル大学・ボン大学、以上すべてドイツ）、PCR-GLOBWB（ユト

レヒト大学、オランダ）、LPJmL（ポツダム気候影響研究所、ドイツ）、H08（国立環境研究

所・東京工業大学・東京大学、日本）の 4 つである。 

 自然災害 

IPCCでは 1990年に発刊した第 1次報告書より一貫して気候変動の影響評価を主題のひと

つとしている。日本では、文部科学省主導の 21 世紀気候変動予測革新プログラム（2007〜
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2011 年度；以降革新プロ）・気候変動適応研究推進プログラム（2012〜2014 年度）・気候変

動リスク情報創生プログラム（2012〜2016 年度；以降創生プロ）、および環境省主導の気候

シナリオ「実感」プロジェクト（2007〜2011 年度；以降 S5）、温暖化影響評価・適応政策

に関する総合的研究（2010〜2014 年度；以降 S8）、地球規模の気候変動リスク管理戦略の

構築に関する総合的研究（2012〜2016 年度；以降 S10）において、IPCC 第 5 次評価報告書

のうちの気候変動影響評価の内容に大いに貢献する研究およびモデル開発が行われた。 

ISI-MIP（The Inter-Sectoral Impact Model Intercomparison Project；セクター別の気候

変動影響評価プロジェクト）は、2012 年より本格始動した国際プロジェクトであり、水（水

資源・水災害）、陸域生態系、植物生理、農業経済、健康（マラリア）という 5 つのセクター

において、異なる手法（モデル）による気候変動影響評価を相互比較する。その中の「水」

において、上記の水循環や干ばつ、洪水の将来推計に関する解析がなされている。 

CORDEX（Coordinated Regional Climate Downscaling Experiment；統合地域ダウンス

ケーリング計画）とは、世界気候研究計画（WCRP）が主導する、全球気候モデルの将来推

計結果を時空間的により詳細な情報にダウンスケールする研究計画であり、幾つかの地域に

分かれてそれぞれ領域版気候モデル（RCM）を使ったダウンスケーリングを行っている（日

本域は東アジア版 CORDEX−EA に含まれる）。 

 自然生態系 

1990 年代頃まで、生物学者は地球温暖化が生物に与える影響について懐疑的であった。温

暖化が生物に与える影響が顕在化するのはまだ先のことであり、現状は人間による流域土地

開発や富栄養化の影響の方が強く、二酸化炭素増加については植物生理に及ぼす直接的影響

に注目してきた。2000 年に入り、1700 種に及ぶ地球規模のメタ解析を実施した研究が発表

され、平均して 10 年間に 6.1km 極地方向に分布域が変化し、開花や繁殖などの春季イベン

トが 10 年間で 2.3 日早くなっていることが明らかになった 10)。これ以降 21 世紀に入り、長

期的な観測データをもとに多くの研究が実施され、温暖化の影響はすでに生物種や生態系に

影響を与えていることが明らかになった。現在では、分布域、フェノロジー、そして体サイ

ズの変化の 3 点が地球温暖化への生物の主要な応答として考えられている。 

これまでの研究の多くは、長期間の生態観測から得られた長期データを解析し、温暖化が

生物種や生態系にどのような影響を及ぼしてきたかを明らかにしてきた。一方で、国際社会

は温暖化の適応策を検討しなければならない段階に入り、将来予測に関心が向けられてきた。

将来予測は当初、気温や標高などの環境変量を用いた種分布モデル（SDM：Species Dis-

tribution Model）を用いて実施されてきた。例えば GCM（Global Climate Model）や RCM

（Regional Climate Model）によって得られた温暖化予測値を利用し、それを SDM に当ては

めて温暖化に伴う種の分布域を推定した。しかし、こうした SDM を使ったモデルは、その

環境条件において個体群が平衡状態にあることが仮定され、さらに生物の移動や分散のプロ

セスが明確にされていないなどの問題を含んでおり、近年のモニタリングデータと対象種の

予測分布が合わないケースが報告されている。そうした問題を背景に、SDM ではなく生活

史や個体群変動、移動分散を考えたプロセスモデルが検討されるようになってきた 11)。 

それらのモデルを動かすためには多くの生物、生態系パラメータ、分散障壁等の入力を必

要とする。残念ながら現状の蓄積データからはこれらのパラメータを正確に推定することが

できないことが多く、仮の値を当てはめている場合が多い。したがって、SDM とプロセス



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

123 

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域 

モデル両方を使いながら足りない部分を補完するのが現実的な対応と考えられている。 

 農林業 

日本のコメ生産は、現在より 3 ℃を越える高温になった場合、北日本を除き、減収すると

予測されている 12)13)。コメの品質について、一等米の比率は、登熟期間の気温が上昇するこ

とにより全国的に減少することが予測されている 14)。また、CO2 濃度の上昇は、施肥効果に

よりコメの収量を増加させることが FACE（Free-Air CO2 Enrichment、開放系大気 CO2 増

加）実験により実証されている 15)16)。果樹について、温暖化にともない、ウンシュウミカン

およびリンゴの主力産地の移動 17)や、リンゴの甘みが増すという食味の変化が起きているこ

とも明らかにされている 18)19)。また、家畜の成長への影響 20)21)、病害虫の発生危険性増加も

予測されている 22)。 

林業について、蒸散量の増加によるスギ人工林の脆弱性増加 23)、分布樹種の変化 24)、加害

昆虫の分布拡大 25)等が予測されている。森林の CO2吸収機能については、これまでの日本に

おける温暖化緩和への大きな貢献とともに、間伐、優良品種の利用、木材利用の促進等の技

術による将来の緩和効果について、モデルを用いた評価結果が示されている 26)。水産業につ

いても述べると、適水温海域の変化にともなう回遊性魚介類の分布範囲の移動 27)-35)、サンマ

の成長鈍化と産卵量増加 34)、養殖産地の不適化 33)-35)が予測されている。 

 健康・都市生活 

個別の健康影響について、気象・気候と関係しているという研究は古くからなされてきた。

日本でも、籾山 36)を筆頭に、詳細な研究が行われてきた。しかし、気候変動による影響に焦

点を当てた研究は、IPCC 第 4 次評価報告書に引用された McMichael らの研究 37)が、少なく

とも包括的な研究は始めてであろう。ここで扱われた影響としては、暑熱と寒冷の直接影響

（循環器疾患として）、下痢性疾患、マラリア、自然災害、低栄養であった。 

世界保健機関（WHO）のプロジェクトとして、上記の研究をアップデートする作業が始

まった。その結果は 2014 年に報告書として発表された 1)。扱われた影響は熱関連死亡、沿岸

洪水死亡、下痢性疾患、マラリア、デング熱、低栄養である。注目すべきは、熱関連死亡の

みが先進諸国でも大きな影響を及ぼし、高齢者への影響が大きいのに対し、その他の影響は

ほとんどが途上国の小児に大きな影響を及ぼすことである。 

 極地 

北極における科学的研究の国際的取り組みは、第一回国際極年（IPY：International Polar 

Year、1882~1883 年）を契機に始まった。特に 1987 年のムルマンスクにおけるゴルバチョ

フ書記長の演説の中で北極における科学協力が提案されたことを受けて、1990 年に北極圏の

8 カ国により国際北極科学委員会（IASC）が設置され、翌年には日本を含む非北極圏の 6 カ

国が加盟、以後各国が研究を活発化させた。日本は 1991 年にスバールバル諸島ニーオルス

ンに観測基地を設置し、大気、雪氷、海洋、陸域生態、超高層物理の観測を開始した。 

南極では、1957-58 年の国際地球観測年（IGY：International Geophysical Year）以降、

日本を含む多くの国々が南極観測を開始し、大気・海洋・雪氷等に関する多くの観測が現在

も継続的に実施されている。これらの長期的な観測は、南極オゾンホールの発見 38)39)につな

がったほか、氷床コアによる過去約 80 万年の気候変動復元など、地球気候の全容を知るた

めの多くの情報を与えている。雪氷、大気、気象、生態など多分野にわたる両極域での国際

的な集中観測が 2007-2008 年の第 3 回 IPY に行われ、両極の観測・研究が集中して行われ
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ている。 

氷床研究は 1957 年に人工雪の研究で知られる中谷宇吉郎が、グリーンランド氷床調査に

参加し、その後もグリーンランド氷床、南極大陸での氷床研究の国内外のプロジェクトに日

本の研究者が参加している。南極大陸では日本のドームふじ深層掘削プロジェクトが 1990

年代より活動し、3000m に及ぶほぼ全層の氷床氷の採取と、過去 72 万年前までの温室効果

気体と気候変動の記録の解析を行なっているほか、2007-2011 年のグリーンランドでの

North Greenland Eemian Ice Drilling（NEEM）プロジェクト、2015 年から開始した East 

Greenland Ice-core Project （EGRIP）プロジェクトへも参加し、国際的な氷床研究活動の

主要国となっている。 

最近の研究から、南極域の気温変動が他の地域と大きく異なる原因の一つとして、南半球

固有の気候変動パターンである南半球環状モード（SAM： Southern Annular Mode）の影

響が指摘されている。SAM は、南半球高緯度域と中緯度域の間の気圧のシーソーを表し、

SAM が正の位相になると、高緯度域では気圧・気温が低下する。1980 年代以降、この SAM

が正位相に偏る傾向が見られ、南極域での温暖化を抑える役割を果たしている。2016 年に発

表された研究成果では、南極オゾンホールの発達と地球温暖化の進行が南半球成層圏の極夜

ジェットを強化し、その結果 SAM が正位相に偏るようになったのではないかという考えに

至っている 40)。 

ニーオルスンにおける北極の継続的な観測は、貴重な北極の長期変化記録を提供してきて

いる。また、1998 年からは海洋地球研究船「みらい」による北極海海洋観測や気象観測が実

施されてきた。さらに 1990 年代よりアラスカやシベリアなど北極各地での多分野にわたる

北極気候観測・研究活動が実施されてきた。 

 

 

（３）注目動向  

［新たな技術動向］ 

 水循環 

先進国が全球水文モデルの開発に継続的・精力的に取り組み、分野的な進展が急速に進ん

でいる。特に上述した WaterGAP（ドイツ）, LPJmL（ドイツ）, PCR-GLOBWB（オラン

ダ）の開発チームには多くの人材が集まっている。また、米国では 2012 年の干ばつを受け、

エネルギー省（DOE）41)が水とエネルギーの問題の連鎖について組織的な取り組みを始めた。

これを受けて、パシフィックノースウェスト国立研究所（PNNL）などの有力な研究機関が

人間活動を含む全球水文モデルの開発を急ピッチで進めている。 

全球水文モデルコミュニティーの組織化が進みつつある。従来は個々のモデル開発チーム

が問題を設定し、データを集め、モデルを開発し、論文を執筆していたが、昨今は世界の主

要な全球水文モデルが参加する国際プロジェクトが少数立ち上げられ、問題設定とデータ収

集、シミュレーション設定を共通化し、参加モデルを横断的に分析して論文を執筆するスタ

イルに変化しつつある。 

水文モデルと社会経済モデルの連携が実施・強化されている。自然の水循環は基本的に気

象・気候によって駆動されるが、人間による水利用は人口、経済活動、技術などによって主に

駆動されるため、特に人間活動を含む全球水文モデルにおいて、連携の重要性が増している。 
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全球水文モデルの超高解像度化、具体的には 1km 解像度で全球をカバーするシミュレーシ

ョンの実施が今後の全球水文モデルの共通目標であることが世界的に広く受け入れられつつ

ある。 

 自然災害 

日本の創生プログラムにおいて将来予測の不確実性の定量化および統計解析の精度向上の

ため、現在および将来全球平均気温が 4 度上昇した時点それぞれについて約 100 個のアンサ

ンブルメンバーを用い、それぞれ数十年間のモデルシミュレーションデータを行い、2015

年 d4PDS と名付けて公表した 42)。結果の一例として、台風に伴う高潮について 100 年に一

度程度であったものが、温暖化 30 年〜50 年に一度発生することが示された 43)。同様な大量

のアンサンブルシミュレーションは、米国でも CESM−LE という名称で米国大気研究センタ

ー（NCAR）が実行している 44)。このような大量のアンサンブルメンバーを用いることで、

地球システムそのものの振る舞いに起因する気候変動（いわゆる内部変動）と人間による寄

与に起因する気候変動（外部変動）とを統計的に区別することにより、特定の自然災害をも

たらした極端現象への人間起因の温暖化の寄与を統計的に見積もるイベントアトリビューシ

ョン（EA：Event Attribution）手法が確立され、例えば 2013 年の日本の猛暑での温暖化の

影響が定量化されている 45)。また国土交通省では、2015 年 7 月に水防法が一部改正され、

激甚な浸水被害への予防的対応として「想定最大規模降雨」を用いた河川計画を行うことが

決定しており、その作成手法を公開している 46)。それによると、これまでの観測データに基

づいて算定された 100 年に一度の降雨量では、想定最大規模の降雨量に遠く及ばない地域が

多く出現することがわかっている。d4PDF のような大量のアンサンブルデータは将来気候に

関する「想定最大」を推定することにも有用となる見込みである。 

また、温暖化に伴い、日本の短時間での降雨（1 日未満）の確率的極大値が増加している

ことが観測されている 47)。 

日本では、データ統合・解析システム（DIAS）と民間企業との共同研究において、洪水時

の河川管理に汎用的な陸面水文モデルと大量の観測データ、そしてアンサンブルシミュレー

ションによる確率的な概念を組み込んだ手法を用いる研究が進められている 48)。こういった

アンサンブル数値予測シミュレーションを用いた洪水予測・警報システムの枠組みは、EU49)

や米国 50)でも行われて始めている。 

その他、前述の ISI-MIP と創生プロで連動した研究として、気候変動予測では考慮されて

いない人間が行う農業活動の影響、特に灌漑による水の移動についての影響を加味し、干ば

つ日数が今後どのように変化していくかを推計した研究がある 51)。 

 自然生態系 

温暖化に伴う分布域の変化を検討する際に考慮しなければならない重要な課題として、生

物間相互作用、例えば植物と昆虫の共生関係、食う-食われる関係などへの影響があげられる。

近年の研究で、相互作用を形成する生物種間で温暖化に対する反応が異なることが報告され

ており、生物季節のミスマッチによって個体群の絶滅が予測されている。さらに害虫や病原

菌、寄生虫の分布域変化（もしくは拡大）やそれに伴う病気の蔓延に注意しなければならな

い。例えば牡蠣の寄生虫が分布拡大することで、宿主である貝類の大量斃死を招くことが知

られている。また感染症を媒介するマダニの分布域拡大や死亡率の低下、成長期の拡大など

も報告されている。 
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 農林業 

温暖化を背景とした気象条件を考慮して作物を管理する必要性の増加に対し、1 km メッシ

ュの農業気象データを全国について作成・配信するシステムが開発された 52)53)。また、農業

水利用に対する影響評価法を日本全域に適用し、気候変動が農業水利用や水資源に与える影

響を評価した全国マップが提示された 54)。 

水稲について、大気 CO2濃度が高い条件では、白未熟粒が多発し、品質の指標である整粒

率が大幅に低下するが、その程度は高温年で大きく、将来の高 CO2・高温環境では品質の低

下が懸念されるとともに、高温耐性品種では品質の低下が小さいことが示された 55)。また、

多収品種タカナリが高い CO2濃度下でも高い収量性を示すメカニズムが解明され、将来の高

CO2濃度環境下での水稲品種開発に役立つ知見が得られた 56)。 

エルニーニョ／ラニーニャと世界の主要穀物の生産変動との関連を解析することから、こ

れらの予測に基づく穀物豊凶の早期予測の活用可能性が示された 57)。また、過去 30 年間の

世界各地の穀物収量データを解析し、主として気候要因の変化により、一部の地域・穀物で

収量が不安定化したことを明らかにされ、収量を安定化するために高温耐性品種の開発・導

入、播種日の見直し、灌漑の導入が重要と考えられた 58)。 

農地における土壌炭素の増減と温室効果ガス（CH4、N2O、化石燃料消費由来 CO2） の発

生量を同時に計算して温室効果ガス発生量の総合評価を簡単に行えるウェブサイトが公開さ

れ、農家や行政、生産者団体などが、農地管理による温室効果ガス削減の効果を評価するた

めに活用されることが期待される 59)。 

森林については、将来の日本森林による吸収量と木材利用による排出削減量が予測され、

地球温暖化対策として木材利用が重要であることが示された 60)。 

 健康・都市生活 

従来は、複数の要因による影響を、すべて直線的な関係の集まりとして計算していたが、

一般化線型モデルとその拡張による非線形モデルによって直線でない関連も扱えるようにな

った。例えば、気温と死亡との関連は、ある気温で死亡リスクが最低となり、その気温より

も高くなっても低くなってもリスクが上昇するという V 字型の関連を示すので、直線回帰で

は不都合であった。それを V 字型として扱えるようになった。 

また、人間活動を含むビッグデータや、地球観測・衛星観測データが利用できるようにな

り、暑熱曝露による影響の評価等が行われている（研究開発領域 3.2.5(3)参照）。 

 極地 

北半球氷床研究に関しては、過去数十万年間にわたる氷期-間氷期変動を、本格的な気候モ

デルと氷床モデルを組み合わせて再現することに初めて成功している 61) 。この中での入力

データとして高精度の CO2 変動の年代 62)を使用しているなど、当分野において日本のモデ

ル・データ連携研究が世界をリードしている。 

IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）でも引用されている日本の気候モデル MIROC4h の大気

に関するモデル部分を用いて、バレンツ・カラ海で海氷の量を変化させたシミュレーション

を大量のアンサンブルメンバーで実施し、海氷の減少がユーラシア大陸の中緯度域に寒冬を

もたらし得ることを明らかにしている 63)。 

北極への物質輸送の観測手法についても、ブラックカーボン（BC）などの高精度観測が可

能になっている。BC 粒子測定装置（SP2：Single particle soot photometer）により高精度
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に BC 粒子の計測を行うことが出来る。温室効果ガスの発生は、凍土域の変動と関連してお

り、海洋、陸上を含めた炭素循環の変動把握、それらが更なる温暖化傾向の増加にどれだけ

影響するかの評価も求められる 64)。 

センサの改良や解析アルゴリズムの向上により、衛星による観測の高度化が図られている。

海洋基礎生産の観測精度向上などのほか、例えば永久凍土に関連して地表面温度を衛星デー

タから取得し、積雪データと組み合わせるなど、複数の変数を組み合わせたより複雑な解析

が試みられている（欧州宇宙機関（ESA）の GlobPermafrost）。陸域の観測においては、地

球物理的な探査手法（弾性波探査・電気探査など）の普及により、多くの地点で海洋観測に

おいては、自動測器の開発が進み、データ取得可能範囲が増えつつある。今後、ROV

（Remotely Operated Vehicle）や AUV （Autonomous Underwater Vehicle）を用いて海氷

下や海氷縁辺部での生態系観測が可能になることが期待される。生態系モデルにおいても複

雑化・高解像度化が進み、新しい方向性としては同位体データの同化の試みが行われている。 

 

［注目すべきプロジェクト］ 

 水循環 

ISI-MIP は全球規模の温暖化影響に関するモデル開発とシミュレーションを行うプロジェ

クトしてドイツのポツダム気候影響研究所（PIK）が主導して 2012 年に立ち上げられた。

フェーズ1には11の全球水文モデルが参加し、IPCC第5次評価報告書に大きな貢献をした。

現在はフェーズ 2 が実施されており、第 6 次評価報告書などへの貢献を目指した活動が行わ

れている。また、Water Future and Solutions （WFAS）は人間活動を含む全球水文モデル

の機能のうち特に 21 世紀中の世界の水利用の予測に重点を置いたマルチモデルプロジェク

トとして国際応用システム研究所によって 2013 年に立ち上げられた。 

 自然災害 

・ 文部科学省「地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム」（2016〜2020 年度）：

DIAS 

・ 文部科学省「気候変動適応技術社会実装プログラム」（2015〜2019 年度）：RECCA の後

継 

・ 文部科学省「気候変動リスク情報創生プログラム」（2012〜2016 年度）：人・自然・地

球共生プロジェクト（共生プログラム）・21 世紀気候変動予測革新プログラムからの後

継 

・ 環境省環境研究総合推進費 S-14「気候変動の緩和策と適応策の統合的戦略研究」（2015

〜2019 年度） 

・ 環境省環境研究総合推進費 S-10「地球規模の気候変動リスク管理戦略の構築に関する総

合的研究」（2012〜2016 年度） 

・ FP7 Enhance （Enhancing Risk Management Partnerships for Catastrophic Natural 

Disasters in Europe） 

 自然生態系 

米国の NEON（National Ecological Observatory Network）は予算規模としても非常に

大きい。土壌、水、生物、大気に関して、米国全土を 20 の地域に区分し、コア観測拠点を

建設し、人間活動が生態に及ぼす影響を 30 年間にわたって観測する全米生態観測ネットワ
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ークプロジェクトである。当然のことながら温暖化についても調査研究も進んでいる 65)。 

欧州委員会は、新規に設置された「LIFE 気候行動プログラム」において、EU 全域で気候

変動を克服するための革新的な手法を開発し実施するために、2014 年一年間で 4426 万ユー

ロを拠出した。EU が進める「2014 年−2020 年 LIFE プログラム」の一部として運営される

もので、6 年間で 8 億 6400 万ユーロが拠出され、気候変動対策や気候変動適応対策に関す

るコミュニケーションの改善や協働、普及への取り組みが進められる。 

 農林業 

国際的な研究プロジェクトとして、影響評価については、気候変動による農業影響とその

対策の評価を目的としたモデルや評価手法を検討するための「農業モデル相互比較・改善プ

ロジェクト（AgMIP：Agricultural Model Intercomparison and Improvement Project）」

が組織され、作物別および地域別の研究チームの活動が推進されている。 

日本では、農林水産分野における温室効果ガスの排出削減技術・吸収源機能向上技術、お

よび温暖化の進行に適応した農林水産物の生産安定技術の開発を目指した農林水産省委託研

究プロジェクトが進められている。2016 年度は「農林水産分野における気候変動の影響評価

及び適応技術の開発」として、中長期的な気候変動予測に基づき、温暖化による収量や品質

の低下、病害虫の侵入リスクの回避・軽減、豪雨による農地等の被害の軽減のための技術開

発が推進されている。2017 年度からは、これに加えて、「農林水産分野における気候変動緩

和技術の開発」が新たに開始される予定である。 

 健康・都市生活 

ヨーロッパにおいては、IMPRESSIONS という EU による気候変動研究プロジェクトが

実施されており、健康に限らず多様なセクターにわたって影響研究が行われている。米国で

は USGCRP（U.S. Global Change Research Program）という省庁横断的な研究計画が進行

中である。 

健康に特化したものとしては、世界保健機関（WHO）も、COP などへの貢献のため、で

きるだけ多くの健康影響予測を行って結果を示す活動を続けている。2015 年には国別の影響

予測を発表した。 

 極地 

・ SCAR/PAIS 

南極科学委員会（SCAR）は、南極氷床の過去の変動を調査する PAIS （Past Antarctic 

Ice Sheet dynamics）を提唱している。ここでは巨大な氷体である東南極と、近年不安

定化が話題になっている西南極および南極半島の気候変動および周辺を取り囲む海洋の

変動に対する感度を調べる。 

・ IPICS 

最終間氷期の気候と海面変動に注目した国際氷床研究プログラム。今後は、東南極域

で 150 万年前まで遡る事のできる氷床コアを掘削することを目指す国際プロジェクト

Oldest Ice Core が予定されている。 

・ 南極地域観測第Ⅸ期 6 か年計画 

「南極域から探る地球温暖化」をメインテーマとして 2016～2021 年度に実施される。

「南極大気精密観測から探る全球大気システム」、「氷床・海氷縁辺域の総合観測から迫

る大気－氷床－海洋の相互作用」、「地球システム変動の解明を目指す南極古環境復元」
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という 3 つのサブテーマから構成される。 

・ WMO/PPP/YOPP66) 

WMO-WWRP （World Weather Research Programme）のもとに PPP（Polar Pre 

diction Project）が設置されており、数時間から季節スケールの予測可能性研究の推進

を極域大気研究のコミュニティーに働きかけている。特に 2017-2019 年に設定されてい

る YOPP（Year Of Polar Prediction）は核となる活動で、2018-2019 年にはドイツ砕氷

船 Polarstern 号を 1 年間北極海で漂流させる野外観測が予定されている（MOSAiC: 

Multidisciplinary drifting Observatory for the Study of Arctic Climate）。領域モデル

による海氷上の境界層や雲の再現性、すなわちパラメタリゼーションに関する素過程、

北極低気圧に代表されるような総観規模擾乱の解明、北極温暖化と大陸寒冷化に代表さ

れる高緯度−中緯度の相互作用など、マルチスケールの研究課題が設定されている。 

・ 北極気象観測・同化影響評価研究（ARCROSE：Arctic Research Collaboration for 

Radiosonde Observing System Experiment） 

日本が推進する、観測とデータ同化を統合した予測可能性研究。日本の北極観測は、

地理的制約を受けるものの、アンサンブルデータ同化やそれを用いた予測可能性研究で

着実に成果をあげてきている。例えば、ドイツ砕氷船のラジオゾンデデータで北極低気

圧の予測精度が向上し 67) 、それに伴って海氷予測も向上すること 68)、「みらい」北極航

海のラジオゾンデデータから観測コストを考慮した最適観測頻頻（1 日 4 回）を提唱し

たことなど 69)、YOPP を意識した先行研究を行っている。 

・ 北極研究推進プロジェクト（ArCS：Arctic Challenge for Sustainability） 

急変する北極の気候変動の解明と環境変化、社会への影響を明らかにし、内外のステ

ークホルダーが持続可能な北極の利用等諸課題について適切な判断を可能とする精度の

高い将来予測や環境影響評価等を行うことを目的として実施されている。2015 年 9 月か

ら 2020 年 3 月までの約 4 年半にわたって文部科学省の補助事業として実施される。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

 水循環 

人間活動を含む全球水文モデルの開発において最大のボトルネックとなっているのが集約

されたグローバルな水利用関連データの不足である。水利用に関するデータはいずれの国に

おいても地方自治体レベルで収集・管理されることが多いが、それらが国レベルに定期的に

集約されるケースは少なく、ゆえに国を横断して世界を俯瞰するようなデータも存在しない。

水利用に関するモデルを高度化するには、各国の統計データを収集・集約するところから開

始せねばならず、効率的な研究展開を妨げている。水利用データを効率的に集め、広く社会

に提供する仕組みづくりが求められている。またモデルの開発と解析を行うにあたっては、

水文学や農業土木工学などに加え、気候学や計算機科学にもある程度精通する必要があるな

ど、極めて学際的な知識や能力が要求される。モデルの開発と応用を担える人材を確保する

のが、世界のどの開発チームにおいても、大きな課題となっている。 



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

130 

 自然災害 

・ 観測データが欠如している。自然災害の被害金額の精度は低い。金額以外の情報はなか

なか観測されない。 

・ 被害金額推定モデルの開発が困難である。モデルで自然災害の被害金額を算出するため

には、資産の詳細な時空間分布データが必要だが、そのようなデータは入手が困難であ

る。  

・ 洪水・氾濫のシミュレーションの精度は、境界条件（特に標高）および外力（降水量）

の精度・解像度に大きく依存する。数 m 解像度の領域データが一部の地域には存在し、

全球でも 30m 解像度のデータが存在するが、エラーが多いなどの問題がある。また、河

川形状のデータなどはほとんど存在していない。そういった数 m〜数十 m 解像度のデー

タを影響評価モデルの開発者やユーザが簡単に使えるように、高解像度の境界条件デー

タを整備することが強く求められる。 

 自然生態系 

今後の生態系変化を予測するためには、気候変動モデルならびにその計算結果のダウンス

ケーリングが必要になる。現状の気候変動モデルの出力は、生態系への影響やレフュージア

（温暖化の影響を避けて生物が生存できる避難場所）を検討するためには粗すぎて平均的な傾

向を得ることしかできない。10～100m 単位の気象パラメータの予測が必要になるが、現状

では難しい。また、ダウンスケーリングに関連して、気象学や工学など物理系研究者と生物

学、生態学研究者との共同観測、モデリングを含む共同研究が必要になるが、どんな観測値

の予測が生物・生態系にとって重要なのかいまだ手探り状態である。同じステーションにお

ける学際的な研究が必要である。 

これまでの研究の多くは、種レベルの分布域変化について解析したものが多く、気候変動

が群集レベルや生態系の栄養段階のつながりに与える影響、さらに個体レベルにおける順化

や表現型の変化、遺伝子の変異などの適応進化に与える影響については、未だよくわかって

いない。 

 農林業 

気候変動が農林業に及ぼす影響評価においては、その不確実性の改善が最大の研究課題で

ある。そのためには、将来気候の予測と農林業の応答予測の双方について、さらなる精緻化

が必要である。将来気候の予測には、空間解像度が数 100 km 程度の全球気候モデルをダウ

ンスケーリングし、予測の時空間スケールを影響研究者や行政が要求する程度に細かくする

研究技術が用いられているが、その手法を改良し、より細かな時間および空間解像度のデー

タ提供が求められる。一方、個々の農作物、樹林、水産物の品目について応答予測モデルが

開発され、影響評価に用いられているが、影響予測実験結果との検証を積み重ね、さらに精

度の高いものに改善する必要がある。また、予測の対象品目もさらに拡大すべきである。例

えば農作物については、水稲や果樹などは豊富な知見から比較的精度の高いモデルが開発さ

れているが、他の農作物における研究の進展は不十分である。 

 健康・都市生活 

途上国における健康情報の収集の困難さが大きな問題である。公衆衛生インフラの整備が

進んでいないことから、疾病・死亡の報告漏れも多く、また疾病の診断技術も普及が遅れて

いて不確実である。 
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 極地 

極域観測の困難さから、氷床減少のメカニズムを理解するための基礎データが圧倒的に不

足している。現在の氷床変動を推定するためには、氷床荷重に応答して変形する固体地球の

動きを正確に押さえる必要がある。GIA（Glacial Isostatic Adjustment）を扱うモデルの開

発と予測での利用が必要とされる。また、現在の氷床モデルには、氷床－海洋－海氷の相互

作用が精緻に取り込まれていない。しかし極域の海洋は海氷や棚氷に覆われているため、こ

れらの相互作用の観測が技術的に極めて難しいという側面もある。氷床変動の海洋への影響

を観測するために、水中無人探査ロボットなどの技術開発が期待される。 

南極大陸内陸部の表面付近では顕著な温暖化が見られない一方で 70)、衛星観測の結果から

内陸部上空の対流圏では顕著な温暖化が進行していると考えられている 71)。しかし、南極大

陸内陸部では長期的、かつ信頼性の高い気象観測はほとんど行われておらず、上述の傾向が

正しいのかどうかもはっきりしていない。特に、上空の気温を高精度で測定することができ、

なおかつ前述の重力波についても調べることができる高層気象観測は、南極大陸内陸部では

ほとんど行われていない。 

北極の多点観測網の構築と観測データの統合、予測モデルの開発・運用が望まれている。

北極海の海氷減少が引き起こす冬季中緯度の異常寒波などは、メカニズム自体は多数提唱さ

れているものの 72)、海氷面積の予測、さらにはその影響を加味した気象・気候予測に関して

は、依然として発展途上である。 

北極海航路上の海氷予測には数値モデルそのものの精緻化とともに、観測データの充実化

による初期場の改良が必須とされる。そのためには海上風予測に大きな影響を及ぼす海上／

氷上ブイの展開、高層気象観測の強化などの推進が効果的である。 

さらに、温暖化の影響が明瞭に出現する現在気候の下では、大気と海洋／海氷を一つの系

として捉えるアプローチが有効で、そのためには、諸外国の現業機関が行っているような大

気-海洋-海氷結合モデルによる予測が重要である。現業予報モデルをベースに作成する再解

析データに関しても同様である。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

 水循環 

2011 年米国の高名な水文学者であるプリンストン大学 Eric Wood 教授らによって、Hyper 

Resolution Hydrology が提唱された。これは全球水文モデルの空間解像度を 30 秒（赤道付

近で約 1km、現在の標準的な解像度の 60 倍）まで高めることを提唱したものである。この

解像度は、現在の個別流域を対象としたモデルの空間解像度に匹敵するため、全球モデルと

地域モデルの区別がほぼなくなることを意味する。実現した際には温暖化などの地球環境研

究と水質悪化などの地域環境研究、洪水氾濫などの防災研究などで共通のシミュレーション

プラットフォームが利用できることになり、モデルやデータの統合が飛躍的に進むと考えら

れる。 

 自然災害 

自然災害の研究開発は、精緻な過去再現が可能なモデル構築が必須である。丁寧なモデル

検証と、正確なメカニズム・プロセス理解に必要な継続的なモニタリングや集中的な観測が

これまでにも増して求められてくる。さらに、長期間（数世紀以上）の検証には、文献や堆
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積物・生物に記録された同位体比のような代替情報が必要である。 

 自然生態系 

気候変動と生態系の応答については、平均的な温暖化傾向と生態系の変化が調査研究され

てきており、いわゆる極端現象に対する検討は浅い。こうした極端現象の多くは生態系プロ

セス維持に影響を与える「攪乱（ディスターバンス）」ととらえることができ、気候変動下に

おける生態系の回復力（レジリエンス）や閾値を超えた変化（レジームシフト）を検討する

ため、気象学、工学等の物理系研究者と生物系研究者の学際的研究が必要になる。 

古環境と生物の分布域の研究から予測されている局地的な冷涼環境（避難場所：レフュー

ジア）の存在についても、細かな解像度における研究が必要である。 

気候変動に対する種の応答は「個体群間で変異がない」と仮定されることが多いが、局所

適応により個体群間でニッチ（適応した気候条件）が異なる場合も考えられる。進化的なプ

ロセスを明示的に扱わない限り、気候変動に伴う生物多様性の低下リスクを過小評価する可

能性が少なからずある。 

温暖化による生態系の変化は、人間生活や健康に大きな影響を与える可能性もある。日本

でもデング熱などの伝染病を媒介するヒトスジシマカが近年注目を集めた。こうした生態系

ディスサービスを引き起こす生物の拡大には監視を強化する必要がある。 

これまで、気候変動と土地利用変化が生物相に与える影響については、別々に研究されて

きたが、将来シナリオを考える上では同時に検討する必要がある。 

また、自然生態系がもつ減災・防災機能を分析し、気候変動下における適応策に結び付け

ていくことも重要な研究開発分野といえる。 

さらに、温暖化の進行や速度は生態系によって異なり、氾濫原やマングローブ林、砂漠な

どで速くなることが予測されている。生育・生息する生物相の移動分散能力、適応能力を評

価し、必要に応じて保護区の設定（保護区の拡張・位置の見直し、保護区間の回廊の設置な

ど）を再検討する必要がある。 

 農林業 

将来気候ダウンスケール手法の開発、将来の農業環境変動とその不確実性を評価できる気

候シナリオ作成、気候変動の影響評価に必要な基盤情報の整備、現場における影響予測実験

結果との検証を基盤とする、農作物、樹林、水産物の品目に対する応答予測モデルの開発と

高度化などがあげられる。 

 健康・都市生活 

気候の将来予測を小さな地域でも行うために、すでにダウンスケーリング技法は開発され

ているものの、都市の土地利用、例えば高層ビルなどの三次元的な情報まで含めた予測技法

は、まだ健康影響評価に取り入れられていない。今後進んでいくと考えられている少子高齢

化など、すでにある問題も包括的に考慮して、居住形態などを含めた都市の将来像を模索す

るためにも、微小気候の将来予測とその影響評価への組み込みが必要と考えられる。 

例えば、個人情報端末の普及により、個人の健康関連情報（心拍数など）が得られ、それ

を用いた遠隔からの診断も可能とする公衆衛生サービス向上のプロジェクトが、また、疾病・

死亡の把握も容易にし、途上国での情報収集の漏れを減らすことになる。 

 極地 

グローバルな気候変動影響のうち最も大きな影響の一つである、海水準変動予測の不確実
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性低減を目指した、モデルの改良・検証、データの蓄積が求められる。高精度の数値氷床モ

デルをより信頼できる条件設定で計算するために、より詳細なプロセスを考慮したモデルの

高度化、地質学的手法を含めた過去の氷床変動の復元、境界条件となる気候モデルの改良が

必要である。 

不足している極域気候監視データの整備が必要である。自動化された無人気象観測機を南

極・北極へ広域展開することにより、気候監視を行うことが可能となる。また、氷床流動に

関しては、衛星観測が成果をあげつつあるが、南北両極域の観測を行う衛星観測データ検証

のため、氷床流動の現場観測も求められる（GPS 測量、重力衛星、GIA モデルも必要）。 

海洋では、海氷や棚氷の下の海洋の情報取得が必要である。これには、近年開発が進む無

人ロボット観測（温度、塩分、海底地形）の利用が有効である。さらに、精緻な気象・海氷

予測のため、持続可能な極域観測網の構築が必要とされる。データ同化システムや予報実験

を組み合わせた数値的解析から検証する必要がある。 

大気-海洋-海氷結合過程を含む予報モデル・再解析データの整備が必要である。天気予報・

季節予報の精度向上は、極端気象現象のリスク回避にとって極めて有効である。例えば、北

極海の海氷減少が引き起こす冬季中緯度の異常寒波などは、メカニズム自体は多数提唱され

ているものの、海氷面積の予測、さらにはその影響を加味した気象・気候予測に関しては、

依然として発展途上である。再解析データは、その現業予報モデルをベースに改良すること

が出来る。そのためには、海氷生成過程や海氷-波相互作用など結合系に重要な基礎研究、海

峡を通過する流れを精緻化するためのモデルの高分解能化、様々な観測データによるモデル

の検証作業など、継続的な研究・開発が有効である。 

北極の気象観測と予測による研究から中緯度への影響予測と評価を進展させることも求め

られる。特に、高緯度海洋が及ぼす北極変動、さらに中緯度の気候との関連を明らかにする

必要がある。海氷面積の予測という観点でも、中緯度海洋前線起源の北向き熱輸送が重要な

要因の一つであり、それに伴う大気応答も含めるとより広域の視点で北極圏を俯瞰する必要

性がでてきている。 

その他、温暖化により変化しつつある永久凍土分布と地温の変化傾向を知ることが必要と

なる。陸域生態系の変化も継続的な取り組みを要する。北極域は現在、正味の二酸化炭素吸

収源になっており、世界の陸域吸収量の約 10%を占めている。しかし温暖化が北方林（タイ

ガ）の生育に与える影響は地域によるばらつきがあり、特に降水量の増減により森林の生産

量が低下する可能性がある。 

 

 

（５）政策的課題 

 水循環 

研究評価におけるモデルやデータベースは世界的なデフォクトスタンダードになれば論文

とは比べ物にならないほど強力な国際的な影響量をもつようになる。モデルやデータベース

のプロダクトの開発を後押しする仕組みがあれば、長期的な国際的な研究競争力が生まれて

くるだろう。 

 自然災害 

・ DIAS で行おうとしているような解析システム・データベースのプラットフォーム構築
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およびその高度化は大いに求められている。 

・ 産学官連携を推進するために、ビジネスチャンスと捉えられるような政策化が求められ

る。 

・ 継続したモニタリングがモデル検証の意味から最重要である。そのような基礎的な研究

の価値を高め、推奨するようなファンディングの仕組みの検討が必要である。 

・ モデル開発者の養成が求められる。モデル構築には、現象の本質を数理的に見抜く力と

それをプログラミング言語に書き起こす才能が必要とされる。そういった適正がある若

手が継続的に現れてくるような、長期的な視野を持った教育政策が求められる。 

 自然生態系 

長期の生態系変化を追うためには、固定プロットにおける長期的なモニタリング観測と、

広域を網羅する調査結果の集積が要請される。前者は大学や研究機関の試験地が中心になる

と思われるが、後者については各省庁や都道府県が行う生物調査を利用できるようにデータ

ベース化することが求められる。 

 農林業 

国際的にはパリ協定が、日本では「気候変動の影響への適応計画」および「地球温暖化対

策計画」に基づく各省庁の対策が図られることとなっている。。しかし、成果の社会への発信

について、各省庁で独自の取り組みが進められており、ユーザの利便性の観点から、効果的

な連携を図ることが求められる。 

 健康・都市生活 

日本に大きな影響を及ぼすであろう熱関連死亡に関しては、緊急避難的対応とはいえ、対

策のために空調を用いる必要があり、これは温室効果ガス排出を増加させる。一方、停電な

どによって、暑さがそれほど極端でなくとも死亡数が増加することも報告されており、台風

や地震での停電なども容易に想定される日本においては特に、小地域レベルでの再生可能エ

ネルギーによる空調を備えたシェルターなどを整備することが求められる。 

熱関連死亡以外の影響は、主に途上国の小児に大きな影響を及ぼすものであるが、2014

年の代々木公園でのデング熱流行に示されるように、社会・経済的な影響は先進国でも大き

い。 

気候変動による健康影響は、新たに生じたものではなく、もともと存在した問題の重要性

が変化したものととらえるべきである。よって、国際協力・援助に関しても、そのような動

向の変化を踏まえた上で優先順位を決定する必要が生じている。 

 極地 

アジア諸国の極域研究の協力を探る AFoPS（Asian Forum of Polar Science）の活動が行

われているが、その中での主導的な役割を担い、日本の国際的な位置を高めていくことが望

まれる。 

北極からの気象影響による日本を含む中緯度域の近年の寒冬の頻度の増加は、温暖化の過

程で起きる現象だと示唆されている。この結果は、政策決定に資する情報を与える。これは

世界気象機関（WMO）などの国際機関からの要請もあり、研究者だけでなく、いずれは国

際的な現業機関の活動構築にもつながる動きの中で日本の参加が望まれている。 

北極の大気中への物質輸送の影響とリスク評価は、アジアなどの国の対応が求められてい

る。日本としても北極に輸送されるブラックカーボン（BC）の排出・輸送量を見積もること
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でこれに貢献することが期待されている。これら北極の気候変化の研究とその影響評価は、

2015 年 10 月に発表された「我が国の北極政策」で掲げている、科学技術をもって北極の継

続的な発展に寄与すること、それを通して日本の貢献を高め国際的な役割を担うという目標

を実現するものである。 

 

 

（６）キーワード 

リスク情報、領域地球システムモデル、社会シナリオ、不確実性、農林業、食料、影響評価、

熱関連死亡、下痢性疾患、マラリア、デング熱、洪水、IPCC、WHO、地球温暖化、南極オ

ゾンホール、南半球環状モード、氷床、棚氷、低層水、海氷、北極航路、観測網、自動観測、

結合モデル、人間活動を含む全球水文モデル、国際モデル相互比較プロジェクト、超高解像

度モデル、生物多様性、生態系サービス、生物間相互作用、物質循環、海洋の酸性化、温暖

化適応策 

 

 

（７）国際比較表 

 水循環 （水文モデル） 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ ↘ 
 現象・過程の理解や水循環・水資源の基本概念の提唱、全球スケールの
基礎データの構築という点において、日本の貢献はゼロではないが、大
きいとはいえない。純粋な基礎研究も盛んとは言い難い。 

応用研究・
開発 

○ → 
 モデル開発やシミュレーション分析において、少数の優れた研究者が世
界的にも光る研究を展開している。 

米国 

基礎研究 ◎ → 
 衛星情報を利用した全球スケールの基本データの構築などで圧倒的な
力を持ち続けている（航空宇宙局（NASA）の衛星重力ミッション
GRACE、打ち上げ予定の表層水・海洋ミッション SWAT73)など）。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 全球水文モデルは観測による検証が難しいため、検証を重んじる米国で
は長らく敬遠されてきたが、ここ最近 Energy Water Nexus への関心
の高まりにより、パシフィックノースウェスト国立研究所（PNNL）な
どが急ピッチでモデル開発などを進めている。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 
 ウォーターフットプリントなどの新しい基本概念の提唱と普及には圧
倒的な伝統と力がある。また灌漑農地分布地図など、独創性と重要性の
高いデータを収集・公開するなど分野全体をリードしている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
 人間活動を含む全球水文モデルが複数、精力的に開発されている。若く
才能のある人材も引き続きこの分野に流入している。 

中国 

基礎研究 △ → 
 少なくともこれまでは全球スケールの水文研究に大きな関心を持って
いないようである。 

応用研究・
開発 

○ → 
 同上。ただし、モデル分野には優れた研究者が多く、予算が付けば大き
く飛躍するポテンシャルは秘めている。 

韓国 

基礎研究 △ → 
 全球スケールのモデルにほとんど関心を持っていないように見受けら
れる。 

応用研究・
開発 

△ →  同上。 
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 自然災害 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↘ 

 EU、米国と肩を並べ、世界レベルの研究を行っている。しかし、気候
モデル開発や影響評価モデル開発（特により基礎となるモデルの各素過
程；降水過程や地表面過程等）への支援が課題とされ、若手がモデル開
発者になりにくい。  

応用研究・
開発 

○ → 

 基礎研究（素過程研究）と比して、より応用と考えられる影響評価研究
（例：気候変動によって洪水被害は増加するのか）には着目されやすい
状況となっている。ただし各国に比べると人的・財政的な制約は大きく、
限られた計算機資源を集中投下した大量のアンサンブル実験など、効率
的な投資が機能することで、なんとか EU・米国と比較可能となってい
る。水災害・水資源の分野では日本が世界をリードする状況にある。工
学系分野の寄与が比較的大きい。 

米国 基礎研究 ◎ → 
 IPCC と同様の間隔で、米国版の IPCC 報告書とも呼べる National 

Climate Assessment を出版している。特に上向きではないが、高い水
準のレベルを保っている。 

 
応用研究・
開発 

◎ → 
 気候変動に関する影響評価は、各州レベルでの研究推進が多い。例えば
カリフォルニアだと California Energy Committee がファンディング
を行っている。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 
 FP7、JPI Climate, Horizon2020 の取り組みにより、EU 全体でのモデ
ル開発（一部統合）が進んでいる。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 
 特に Belmont Forum による CRA（共同研究活動）に顕著に表れてい
るが、影響評価研究においては、非研究者のステークホルダーも巻き込
んだ形で行うことが開始されてきている。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 
 第 13 次 5 ヶ年計画において高解像度地球観測計画が採択されるなど、
年を追うごとに重点化が進んでいる。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
 同様に、影響評価などの応用研究にも引き続き FYP13（第 13 次 5 ヶ年
計画；2016−2020）で取り上げられている。国家的な気候変動問題への
取り組み状況が上向きであることは間違いない。 

韓国 

基礎研究 △ → 
 国家レベルでの取り組みはあまり行われていない。KIAPS（韓国大気
予報システム研究所）や KMA（韓国気象庁）において、部門ごとに独
自の取り組みがある程度。 

応用研究・
開発 

△ → 
 国家レベルでの取り組みはあまり行われていない。KIAPS（韓国大気
予報システム研究所）や KMA（韓国気象庁）において、部門ごとに独
自の取り組みがある程度。 

 

 自然生態系 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 △ ↗ 

 大学や研究機関が抱える試験地において、長期的に生態系をモニタリン
グする基盤が、人的にも財政的に脆弱である。 

 各地で実施された調査結果がデータベースとして蓄積されておらず、広
域の解析を難しくしている。 

 JaLTER などを中心に競争的資金を繋げながら、生態系モニタリング
を実施している。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 2015 年温暖化適応策を閣議決定するなど、土地利用も含めた具体的検
討がなされた。 

 気候変動リスク情報創生プログラム（文部科学省）や環境省環境研究総
合推進費など、大型予算を使ったプロジェクトが開始されている。 

米国 基礎研究 ◎ ↗ 

 NEON や LTER など、温暖化と生態系の応答を長期的にモニタリング
する財政基盤が確立しており、様々な生態系を代表する試験地の設定が
なされている。 

 データベースやモデリングでも世界をリードし、その内容はインターネ
ットを通じて公開されている。 
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応用研究・
開発 

○ ↗ 

 国家気候変動適応戦略支援行動提言（2010）がなされているが、省庁
によって具体性には差がある。 

 温暖化に伴う沿岸域の海面上昇による高潮災害や洪水災害の防止につ
いて、生態系を活用した適応策が検討されている。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

 歴史の長い欧州、特に英国では、長期モニタリング結果が蓄積されてお
り、様々な分類群に対して解析が実施され、温暖化による生態系の変化
を明らかにしている。 

 Birds Directive、Habitats Directive（Natura 2000）や LIFE プログ
ラムの実施など、生物多様性とそのネットワークが形成されており、デ
ータベース化されている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 LIFE 気候行動プログラムなど、財政基盤のしっかりした大型のプロジ
ェクトが EU 全体で実施され、気候変動対策が具体的に議論されてい
る。 

 温暖化対策としての生態系を活用した防災・減災機能（Eco-DRR）の
活用は早くから検討されており、デンマークでは、すべての自治体にお
いてグリーンインフラをツールとした気候変動適応計画を策定するこ
とを義務付けている。 

 温暖化を見据えた自然再生事業や保護区の見直しなどが行われている。 

中国 

基礎研究 ○ ↗ 
 経済発展に投資が集中しており、気候変動に伴う生態系への評価につい
ての研究事例は欧米に比べ少ない。 

 一方で、経済発展とともに観測基盤は徐々に整備されつつある。 

応用研究・
開発 

△ → 
 自国の経済発展が第一であり、地球規模での気候変動への緩和策ととも
に適応策についても対応が遅れている。 

韓国 

基礎研究 △ →  国際誌に発表された研究事例も少なく、日本同様、その観測基盤も弱い。 

応用研究・
開発 

△ → 
 国レベルでは気候変動に対する適応マスタープランが制定されている
が、研究レベルのアクティビティは低い。 

 

 農林業 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

 影響評価について、コメや果樹をはじめ、多くの品目で定量的な評価が
行われている。 

 温室効果ガス排出／吸収量評価について、主要排出源で Tier 2 または 3
の評価が行われている（Tier：排出量（吸収量）算定方法の複雑さ）。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 2015 年に「農林水産省気候変動適応計画」が策定され、農林水の各分
野で適応技術の開発が進められている。 

 水田、農地土壌炭素、畜産廃棄物管理、森林について緩和技術が開発さ
れ、政府の削減目標に盛り込まれている。 

米国 

基礎研究 ◎ ↗ 

 主要作物（トウモロコシ、ダイズ、コムギ）について、定量的な影響評
価が行われている 74)。 

 温室効果ガス排出／吸収量評価について、主要排出源で Tier 2 または 3
の評価が行われている 75)。 

応用研究・
開発 

○ → 

 2014 年に農務省より「気候変動適応計画」が策定されている。しかし、
技術的な内容に乏しい 76)。 

 農業分野の排出源について幅広く緩和技術が開発され、コスト評価も行
われている 77)。 

欧州 

基礎研究 ○ → 
 コムギについて、定量的な影響評価が行われている 78)。 
 温室効果ガス排出／吸収量評価について、主要排出源で Tier 2 または 3
の評価が行われている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 適応策に関する EU プラットフォームが整備され、各国の施策と技術に
関する情報を集積・発信している 79)。また、英国で 2010 年に「気候変
動適応計画」が策定されたのをはじめ、各国で施策と技術の展開が進め
られている。 

 農業分野の排出源について幅広く緩和技術が開発され、コスト評価も行
われている 80)。 
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中国 

基礎研究 ○ → 

 主要作物（トウモロコシ、ダイズ、コムギ）について、定量的な影響評
価が行われている（日本との共同研究成果）81)。 

 温室効果ガス排出／吸収量評価について、基礎研究は見られるが、国全
体での評価は比較的単純である。 

応用研究・
開発 

△ → 
 農林業を対象とした適応技術に関する成果の発信に乏しい。 
 緩和技術に関する基礎研究は見られるが、実用に近いものは見当たらな
い。 

韓国 

基礎研究 × → 
 影響評価や温室効果ガス排出に関する研究成果に乏しい。 
 温室効果ガス排出／吸収量評価について、基礎研究は見られるが、国全
体での評価は比較的単純である。 

応用研究・
開発 

△ → 

 2009 年に政府の「気候変動適応計画」が策定されているが、技術的な
情報発信に乏しい。 

 緩和技術に関する基礎研究は見られるが、実用に近いものは見当たらな
い。 

 

 健康・都市生活 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 
 熱関連死亡の全球定量化、ダウンスケーリング、シナリオ開発が行われ
ている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 全球気候モデル、都市への精緻化、新たな健康影響予測（例えば河川洪
水）が行われている。 

 広い影響の全球予測や欧州の予測を援助している。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

 これまで考慮できなかった森林火災などの影響定量化手法などを開発
し て い る （ University of Washington, Columbia University, 

University of California at San Diego, University of Michigan）。 

応用研究・
開発 

○ → 
 Our Changing Planet 201682) を発表している。 
 全球包括的なWHO報告では貢献が大きくない。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 
 新たな統計モデルの開発で世界をリードしている。（Gasparrini A, 

Rocklov Jなど、Umea University, University of Heidelberg） 

応用研究・
開発 

◎ → 

 IMPRESSIONSプロジェクトが実施されている。 
 横ばいというよりは高いレベルで安定している。 
 英国はUK Living with Environmental Change83) を発表している。 

中国 

基礎研究  △ → 
 欧米などからの知見を利用し、感染症では独自の研究を行っている。
（Center on Climate Change and Health at Shandong University） 

応用研究・
開発 

○ ↗  既存の手法を用いた活発な将来予測の論文発表を行っている。 

韓国 

基礎研究  ○ ↗  世界的なネットワークの中で一定の役割を担っている。 

応用研究・
開発 

○ ↗  将来予測がやや遅れていたが急速に発展している。 

 

 極地 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 基礎研究 ◎ ↗ 

 南極：(1)東南極氷床頂上部のドームふじ基地でアイスコア掘削を実施。
解析されたデータは 100 万年スケールの気候変動の議論に不可欠なデ
ータの一つ。(2)南極内陸の観測データが限られる中で、ドームふじ基
地の大気・降雪の越冬観測データは国際的に提供されている。今後の越
冬観測再開に対して国際的に支持されている。(3)大型大気レーダ
PANSY によって、南極ではじめて高度 100km までの風の観測に成
功 84)。(4)世界に先駆けて南極で無人飛行機（UAV）の利用を開始。 
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2014 年には高度 23km からの大気採取・帰還に成功。高度の世界記録。
気象、生物調査等、無人飛行機（UAV）の利用は強く期待されている
85)86)。(5)温室効果気体の高精度観測を実施。昭和基地は IPCC などで
必ず参照されるデータ 87)。(6)ペンギンなどに取り付けてデータを採取
するバイオロギングデータロガーを開発。動物の生態解明に不可欠な
機器として世界中で利用。(7)東南極の広域無人気象観測の実施。南極
氷床域の気候動態をモニターする観測網。 

 北極：(7)日本が維持するスバールバル・ニーオルスン基地における長
期の温室効果ガスモニタリング、雲および放射観測の実績。(8)北極の
影響を考慮した中緯度の気象予測システムの向上 88)89)。(9)北極海にお
ける海洋物理観測と海洋生態系変化、特に海洋酸性化に関する成果が認
められている。(10)氷河観測、陸上生態に対する調査研究活動でも機動
力を生かした調査が展開されている。 

 (11)両極においてオープンデータなどデータの流れを生み出す活動を
増加。(12)両極に対し、氷床コア解析と合わせた気候モデル研究も国際
的評価が高い。 

 
応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 (1) AUV（無人水中探査）の活用など新しい技術を検討。(2)アイスコア
掘削技術は欧米をはじめ世界に参照されている。(3)PANSY ではエネル
ギー効率のよいアンテナシステムを開発。(4)極地研が共同開発した無
人飛行機（UAV）は、原発事故や災害地など、危険地帯での空撮など
に活用されている。南極観測を含めて更なる発展に期待 90)91)。(4)バイ
オロギングシステムは、様々なデータ収集に応用可能 92)-95)。(5)極域観
測を行う地球観測衛星開発および打ち上げ技術。衛星センサの小型化に
よる地上観測、移動観測、寒冷地防災への利用、(6)船舶に搭載できる
小型サーバーシステム（VENUS）は、データ流通を送信し、多方面の
データ配信の応用性をもつ 96)。(7) 北極気象データ同化、中緯度の気象
予測の改良、安全船舶航行のための航路・気象情報提供。 

米国 

基礎研究 ◎ ↗ 

 気候変動研究への成果とプロジェクト推進を行う。(1)グリーンランド
氷床、南極氷床は衛星や航空機を使った観測を展開している。(2)南極
点基地で 50 年以上に亘る気象データを観測。人工衛星による 30 年以
上の大気・地表面のデータベースを公開。無人気象観測装置を氷床上に
広域に配置 97)。(3)南極域の気温変化・南極氷床の氷の量の増減・海氷量
変化のモニター、天気予報、気候再解析データのために不可欠な基盤を
形成。(4)北極沿岸域での観測網を整備。(5)公開性の高い気象数値モデル
（WRF）の国際共同開発・利用を推進。これにより、高緯度域の天気予
報。南極氷床の氷の増減を評価するための新しいデータベースを構築。 

応用研究・
開発 

○ → 

 北極評議会の影響を越えた、国際活動における主導的立場を目指す。北
極に関しては、自然科学から安全・安心、先住民、コミュニティー支援
を強化中。カナダとともに先住民との関わりを重点に入れる。(1)アラス
カ沿岸の海氷レーダネットワーク（機器は日本製）。(2)氷海・気象予測、
航海支援情報の提供システム構築。(3)人工衛星センサ技術の軍から民用
移転（DMSP 衛星など）。(4)C130 など航空輸送の軍の強力な活動。 

欧州 基礎研究 ◎ ↗ 

 北極では、EU プロジェクトによる研究遂行・ネットワーク化を高めて
い る （ DAMOCLES, ACCESS, ICEARC, HORIZON2020,  EU 
PolarNet）。(2)ノルウェーは国際活動の調整・総合化を目指す。複数
の拠点があり、それぞれ特色のある研究を進めている。(3)ドイツはア
ルフレッドウェーゲーナー極地海洋研究所（AWI）を中心に進んだ科学
力、航空機船舶の機動力の背景がある、また国際的に主導的な活動を行
う人材、ネットワークをもつ。(4)デンマークはグリーンランド氷床掘
削研究を主導。(5)フィンランド、英国などの活動。(6)スイスは南極研
究を開始。グリーンランド氷床でも長期の活動を維持。 

 南極：(7)東南極内陸の観測点として、ロシアのボストーク基地、イタ
リア・フランスのドーム C 基地、ドイツのコーネン基地（および中国
のドーム A 基地）がある。特にドーム C では 2005 年から高層気象ゾ
ンデ観測を開始し、米国の南極点とともに氷床上の対流圏・成層圏の大
気構造を直接観測する唯 2 つの観測点。(8)ドイツは観測用航空機を所
有し、2006/07 には日独共同航空機観測を実施。(9)英国はオゾンホール
の命名など突出した成果を出してきた国。最近、ハレー基地・ウェッデ
ル海域において大気物質の輸送を無人飛行機観測で研究。 

 (10)ロシアでは北極沿岸部の気象観測と海氷観測、内陸域での凍土観測
が行われている。米国、スウェーデンと共同観測を行っている北極海沿
岸での海底永久凍土からのメタン放出の観測は貴重な成果をあげてい
る 98)。航空機による大気観測も積極的。南極に関しては内陸観測点で
の気象観測維持の活動がある。 
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欧州 
応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 (1)EU プロジェクトには社会経済的要素が盛り込まれており、経済影
響、経済の指導を含む活動がある。北極変動の影響評価を行い、活動モ
デルの検討も行う。(2)アイスランドは経済活動を通した北極圏でのイ
ンフラ整備支援を行っている。(3)ノルウェー・スウェーデンでは高層
大気観測レーダを整備。(4)英国は自動海中探査（AUV）の開発を行う。
(5)フィンランドは、砕氷船建造技術および航行支援、遠隔地域情報ネ
ットワーク技術の構築、小型衛星開発、衛星検証サイトを提供。(6)南
極では、2001 年より東南極航空網（DROMLAN）を開設（ロシア、ド
イツ、ノルウェー、スウェーデン、フィンランド、インド、ベルギーな
どが利用）。日本もメンバー。南極への人・物資の輸送に不可欠のイン
フラとなっている。(6)ロシアの沿岸気象観測点設置、また海氷域の砕
氷船の実績、漂流観測ステーションの建造計画は注目される。 

中国 

基礎研究 △ → 

 (1)観測活動は北極においては拡大、南極では維持されている。(2)アイ
スランドにも超高層観測施設整備。(3)南極では、東南極内陸にドーム A
基地を開設。観測成果はいまだ少ないが、フランス・イタリアとの共同
研究によって、少しずつ現れている。日本との研究者の交流は友好的。
(4)両極域の研究とチベット高原やヒマラヤなどの高山域を組み合わせ
た研究の提案に意欲をもつ。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 (1)北極においては、航路、漁場開発、産業政治への関連を強める活動
がある。国家としての方向性、資金力をもとに活動を強化、外交や産業
へも波及している。(2)砕氷船の整備も実施（砕氷船建造は海外発注）。
(3)小型衛星を開発。 

韓国 

基礎研究 △ → 
 (1)北極では、国家方針として研究と経済、政策への関わりをもつ。(2)
北極では陸上生態、海洋調査、メタンハイドレート、中緯度への気象影
響、(3)南極では、新基地建設、アジア多国間の連携強化に力を入れる。 

応用研究・
開発 

○ → 

 (1)海上交通、造船など産業化へ注力により、国際的に有利な立場を築
く活動がある。(2)砕氷船造船の実績をあげつつある。(3)南極では、米
国との共同に力を入れており、数値モデリング、無人気象観測装置
（AWS）の展開をしつつある。(4)北極の影響を考慮した、中緯度の気象
予測を改良。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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